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序　　　　　文

　国際協力機構（当時国際協力事業団）は、1999 年、国民参加型事業として「JICA開発パート

ナー事業」を開始、フィリピン共和国においてはその第１号案件として2000年 12月から３年間

にわたり、ネグロス養蚕普及事業を実施してきました。

　当機構は、本協力の成果、目標達成状況や残る課題を確認するとともに、NGO・JICAによる

共同の事業実施のインパクト及び教訓を明らかにし、今後の国民参加型事業の発展に資すること

を目的として、2003年７月４日から同年７月13日まで、国際協力専門員　石田滋雄氏を団長とす

る終了時評価調査団を現地に派遣しました。

　本報告書は、同調査団による現地調査結果、並びに関係者との協議結果を取りまとめたもので

す。

　この報告書が本協力の更なる発展のためのひとつの指針となるとともに、NGOとの共同の事業

実施のあり方を考えるうえで、ひとつの参考資料として活用されることを願うものです。

　終わりに、報告書をまとめるにあたってご協力頂いた方々に対して、改めて御礼申し上げます。

　平成 16 年１月

独立行政法人国際協力機構
理事　金子　節志





１－１　協力の背景と概要

　フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）のネグロス島では、これまで砂糖産業がそ

の経済を大きく支え、多くの農民がサトウキビの収穫や砂糖生産に従事してきた。しかしながら、

砂糖生産事業は砂糖価格の国際市場変動に非常に脆弱であり、時に多くの農民やフィリピン社会

の最下層の人々の生活を大きく苦しめてきた。農業が多様化しておらず単一栽培農業に依存し、

砂糖生産の単純労働者として生活しているためである。

　このような状況に対処するため、財団法人オイスカは1989年よりネグロスオキシデンタル州に

て養蚕開発の試験事業を開始した。この試みは大きな成果を収め、1998年と1999年には参加農

家が70軒まで拡大し、高品質の繭を生産するまでに至った。また、そこで生産される絹糸は繊維

を強くするために必要な縦糸として利用可能なことが確認された。そこで、製品価値を高めるた

め、繰糸機一式が日本の地方自治体の寄付によりオイスカのバゴトレーニングセンターに導入さ

れ、生糸生産が順調に行われることになった。

　オイスカでは、こうした成功をネグロス島の東側でも展開することを計画し、JICAの開発パー

トナー事業に応募し、フィリピンにおける同事業最初の案件として、2000年 12月より３年間の

予定で実施することが決定された。

１－２　協力内容

（1）上位目標

・ネグロス島の農家に養蚕が普及・定着する。

（2）プロジェクト目標

・ネグロス島における繭・製糸の生産高が上昇する。

評価調査結果要約表

１．案件の概要

国名：フィリピン共和国

分野：農業・農村開発

所轄部署：アジア第一部東南アジア課

　

　　　　　R/D署名日：2000年11月17日

協力期間　協力期間：2000年12月　　　

　　　　　　　　　　～2003年 12月

案件名：フィリピンネグロス養蚕普及事業

　　　　終了時評価調査

援助形態：開発パートナー事業

協力金額：１億7,808万 8,000円

契約相手方（プロジェクト実施機関）：財団法人オイスカ

現地側協力機関：オイスカ帰国研修生同窓会

（OISCA Technical Trainees Alumni Association：OTTAA）

日本側協力機関：オイスカ長野県・静岡県支部等

（OISCA’s Nagano and Shizuoka Chapter (Japan)）

他の関連協力：

・草の根無償（開発パートナー事業開始以前に供与）等



（3）アウトプット

・普及指導員が養成される。

・養蚕業に必要な施設・資機材が整備される。

・農民が適切な飼育方法を習得・実践する。

・製糸技術が向上する。

・蚕種製造技術、病理技術を習得する。

・フィリピンにおける養蚕事業が明らかになる。

（4）投入（評価時点）

JICA 側：

JICAの本事業に対する投入総額（2002年度までの実績金額プラス2003年度の契約金額）

　１億 7,856 万 4,050 円　（内訳は以下のとおり）

専門家派遣関連経費（直接人件費プラス派遣諸費）　7,007 万 6,000 円（39.2％）

施設・機材費（基盤整備費プラス資機材等購送費）　7,239 万 3,000 円（40.5％）

現地活動経費（一般現地業務費、現地研修普及活動費、技術交換費の合計）

　1,908 万 4,000 円（10.7％）

間接費　850 万 8,000 円（4.8％）　

消費税等　850 万 3,050 円（4.8％）

オイスカ側：

カウンターパート配置　N/A

ローカルコスト負担　N/A

その他　プロジェクト事務所など主要な施設、中古蚕具、現地職員雇用経費、日本での養

蚕研修（６名を招へい：総額 1,073 万 8,000 円）等

２．評価調査団の概要

調査者　　　（担当分野）　　　　（氏名）　　　　　　　　　　（所属）

　　　　　団長・総括　　　石田　滋雄　　国際協力事業団国際協力専門員

　　　　　企画評価　　　　大久保　恭子　国際協力事業団アジア第一部東南アジア課

　　　　　NGO事業評価　　高橋　径子　　財団法人オイスカ海外グループ

　　　　　評価分析　　　　監物　順之　　中央開発株式会社　　　　　　　　　（所属は当時）　

調査期間　2003年７月４日～2003年７月13日 　　　　　　　　評価種類：終了時評価

３－１　実績の確認

　プロジェクト目標達成に対し掲げていた各指標（桑園面積、飼育蚕種箱数、集繭量、製糸工場

の繰糸能力）は、いずれもプロジェクト終了時までには達成する見込みにあった。また、この成

果の総合産物である生繭の生産高及び生糸の生産高は、いずれもプロジェクト開始前（2000年）

と比べ大きく増加しており、それらはフィリピン政府が発行する統計資料（Summary of Silk Sta-

tistics (1998-2002), Fiber Industry Development Authority, 4/28/05）において西ネグロス州の生糸

生産高が大幅に増加している事実からも確認できるほどであった。

３．評価結果の概要



３－２　評価結果の要約

（1）妥当性：高い

　典型的単一栽培経済のネグロス島に新たな産品を導入し収入源の多様化、住民生活の安定

と地域経済の活性化を図るという本プロジェクトのねらいは、国連ミレニアム開発目標

（2000）、フィリピン中期開発計画（1999 ～ 2004）、我が国の ODA中期政策（1999）等のい

ずれに照らしても整合性のある目標であり、また、地域・受益者のニーズへの合致度も高

く、本プロジェクトによる技術協力は妥当といえる。

（2）有効性：高い。ただし、達成された目標の定着（上位目標の達成）を考慮するとき、十分

に高いとはいい難い

　ネグロス島における繭・生糸の生産高はプロジェクト開始前に比べ、顕著な増加を見せて

おり、プロジェクト目標「ネグロス島における繭・生糸の生産高が上昇する」については、

既に達成されたといえる。したがって、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。ただ

し、将来の自立発展性、めざしている管理運営体制の姿を念頭に置いた活動・成果は明らか

でないため、達成された目標が継続・発展するかという観点を含めると、本プロジェクトの

有効性は十分に高いとはいい難い。

（3）効率性：高い

　専門家・機材の投入は最少限であり、効率的に活用された。一見すると二重投資に思われ

る２度目のボイラー導入であるが、追加投資は急騰した燃料費節約２年分相当であったこと

を考慮すると、十分に必要であったと判断される。日本人専門家の各指導分野での技術・知

識は極めて高く、技術移転がきめ細やかに、かつ効果的に行われた。

（4）インパクト：正のインパクトが多く確認された。ただし、その定着には懸念材料がある

　養蚕はネグロス島の農家に確かに広まりつつあり、また農民への聞き取り調査では養蚕事

業参加への満足度は高かった。本プロジェクトの結果、収入が増加したほか、サトウキビ耕

作とは大きく異なり年６回にわたり現金収入が入る養蚕により生計が安定したほか、追加収

入による他事業への投資を行ったり（収入源の多様化）、子どもの教育機会を拡大させるな

ど、様々な正のインパクトをもたらした。他方、こうした正のインパクトが定着するか否か

は、オイスカの繭の買い取り保証が継続できるか否か、すなわち、上位目標の達成の可否は

本事業の自立発展性にかかっており、本事業は自立発展の可能性は十分にあるものの多くの

条件も伴っており、調査時点では情報が不十分で自立発展の判断は困難であった。したがっ

て、正のインパクト定着には懸念材料が残っている。

（5）自立発展性：確保される見込みは十分あるが、課題含みである　

　本事業は桑を栽培し、それを餌として蚕を飼育し繭を収穫するという第一次産業（養蚕

業）の部分と、繭を集荷し製糸工場において生糸に加工し織物業者に販売するという第二次

産業（製糸工業）の部分の、２部門から成り立つ。多くの農民が直接担っている第一次産業

（養蚕業）の部門が自立発展してゆくためには、第二次産業（製糸工業）部門が同時に自立



発展することが必要と考えられる。こうした観点で、両分門での様々な側面（組織体制面、

人材／技術面、原料／資機材調達／製品販売面、資金／収益／経営面等）を検討すると、自

立発展の可能性を有しているものの、同時に課題も抱えており、短期間の調査では総合的な

自立発展の判断は困難であった。立ちはだかる主な課題としては、短期的には蚕種の安定確

保であり、中期的には製糸部門の経営改善により安定した収益が得られるかであると考えら

れる。

３－３　効果発現に貢献した要因

　本プロジェクトでは、プロジェクト終了の 2003 年末までの３年間という短期間に集繭量は

10ｔ／年から約30ｔ／年へ、繰り糸能力は250kg／月から 500kg／月へと目覚ましい発展を果

たす見込みである。その結果、繭の生産量はフィリピン全体のおよそ 50％、生糸の生産量にい

たってはフィリピン全体のおよそ 80％を占めるまでになる見込みである。

　こうした成功の最大要因はNGOの優位性が十分に生かされた結果といえる。実施者オイスカ

は、フィリピン農村部における事業において長い歴史と経験をもち、農民の信頼を得ている。ま

た、技術指導も通り一遍ではなく、きめ細かな巡回サービスを行っていること、さらに、実際の

活動にあたる普及指導員の中心はオイスカが農村開発プロジェクトを通じて育成してきた地域開

発の担い手（OTTAAの会員）であるが、彼らのもつオイスカに対する仲間意識及び地元農民に

対する仲間意識も非常に大きな貢献要素と考えられる。同時に、JICAが資金面で大きな支援を

行ったことによりNGOだけではできない規模、速度での普及がなされたことも貢献要因である。

特に、新たに３地区に普及センターが建設され普及指導員の常駐が可能となったこと、また彼ら

にバイクが配備されたことによって、従来バゴのセンターから行っていた普及活動が参加農民に

近い地元のセンターからできることになったことの効果は大きい。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

　本プロジェクトのねらいは養蚕業が地場産業として定着することにあるが、そのためには事業

が収益を生むものにならなければならない。しかしながら、事業の収益性、将来の運営・管理体

制の構築にかかわる計画性はこれまでは必ずしも十分とはいえず、このため現時点では将来の自

立発展性が明確に見えない状況が生じている。これは、本事業が農家による養蚕業という農業セ

クターの側面と工場経営による製糸業という工業セクターの両側面から構成される特質を有して

いるものの、３年間の事業計画では農業セクターの側面が強調され、工業セクターの側面が３年

間のプロジェクト終了後の課題として暗黙のうちに設定されていたこと、ないしは見落とされて

いたことに起因することが考えられる。こうした点についての助言が開発パートナー事業実施に

あたっての JICAによる審査過程、そしてモニタリングの過程においても十分検討され、事業計

画の修正・補完が適宜なされていれば、より効果的なNGO・JICA連携が果たせた可能性がある。

３－５　結　論

　プロジェクトの妥当性、有効性、効率性については、いずれも高い結果といえる。特に、繭の

生産量はフィリピン全体のおよそ50％、生糸の生産量にいたってはフィリピン全体のおよそ80％

を占めるまでになる見込みであり、その結果、参加農民に家計収入の増加や安定をもたらしたこ



とは、プロジェクトによる大きな達成である。こうした成果は、NGOの優位性とODAの優位性

が融合した成果と考えられる。しかしながら他方で、こうした成果の定着・拡大の見込みは十分

あるものの、課題含みといえる。主な課題としては、短期的には蚕種の安定確保であり、中期的

には製糸部門の経営改善により安定した収益が得られるかである。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）養蚕業の現実的な拡大の可能性については、オイスカによる農民からの繭買い取り能力、

つまり製糸業の商業的生存能力にかかっているといえる。したがって、オイスカは現行事業

（養蚕＋製糸）の将来性を専門経営的見地から早急に再検討を行う必要がある。その際、現

在の養蚕農家の希望と期待に十分な配慮を払うこと、必要があれば養蚕並びに製糸・販売な

どの専門家に協力を依頼すること、さらに、製糸事業に関しては、専門経営者がこれを行う

必要があると考えられることから、将来のネグロス島あるいはまたフィリピン全土における

養蚕・製糸事業に対する明快なビジョンをもち、さらに経営能力に優れた人材をリクルート

することも視野に置く必要があると思われる。なお、このような検討の結果、現行事業の継

続がオイスカ、あるいは将来的に事業実施の移管を予定する現地組織の技術的・財務的能力

を超えていることが判明した場合には、当該事業からの撤退あるいは他者への委譲なども考

慮せざる得ないのではないかと考える。

（2）事業継続の可能性を高めるため、オイスカに対し JICA としての最後の追加支援を実施し

て、オイスカをエンカレッジすることを検討すべきであろう（例：プロジェクトマネー

ジャーとOTTAA会長のウェルマン氏をブラジルの日系製糸会社へ短期間、研修目的で派遣

することなど）。

３－７　教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄）

（1）NGO（非営利組織）との連携事業を開始するにあたり、JICAは各NGOに働く人々のニー

ズとウォンツ、価値観と信念、世界観、知識と情報、期待並びに当該 NGO の組織文化など

を十分に理解する必要がある。また、同時に、当該NGOの独特の事業スタイルや当該組織

のもつ核となる能力の分析も必要と考えられる。

（2）NGOが提案する事業審査にあたって、JICAは、十分な当事者意識（オーナーシップ）と

専門的知見をもつべきであり、それに基づいて５項目評価などの観点も取り入れて、忌憚の

ない意見交換を行うべきである。その際、意見対立を恐れて安易な妥協に走ることは無責任

であり、かつのちのちの問題の種になることを認識する必要がある。また、NGOの当該事業

担当者の職務分担、権限関係、専門的能力やコミュニケーション能力等の分析・検討も必要

である。

（3）NGOの実施する事業のモニタリングに関する具体的方法並びに実施中の提言・助言などの

やり方について、現在、明快なシステム・手続きが存在してないので、早急にこれを構築す



る必要がある。その際、当然ながら、JICAとNGOの交わした契約条項に整合的なシステム・

手続きであるべきである。また、契約条項の解釈や事業実施方法に関して相互の意見が対立

した場合は、JICAの担当職員は、調達部とも十分に相談のうえ、善良な管理義務者として、

誠意をもって協議を行うべきであるが、最終的には法律的決着が必要な場合もあること認識

して、その準備を心がけるべきである。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　終了時評価調査実施の背景

　国民参加型事業として1999年に開始された「JICA開発パートナー事業」のフィリピン共和国

（以下、「フィリピン」と記す）における第１号案件として実施された「ネグロス養蚕普及事業」

（以下、「プロジェクト」と記す）は、2003年12月に終了を迎えることとなった。「開発パートナー

事業」については、その実施ガイドライン上、事業評価の実施並びに評価方法についてはまだ方

針が定められていない状況にある。しかしながら、３年間のプロジェクトを振り返り、一定の評

価を行うことで、本プロジェクトの目標達成状況や残る課題を確認するとともに、NGO・JICAに

よる共同事業実施のインパクト及び課題を明らかとし、今後の国民参加型事業の発展に何らかの

貢献を果たしたいと考えた。こうした背景により、今般、本プロジェクト実施の委託先である「財

団法人オイスカ」からも団員の参加を得て、終了時評価調査を実施した。なお、先述のとおり、

国民参加型事業の評価については、その実施に係るガイドラインが存在しないことから、通常の

JICA事業に適用している評価５項目の観点によるプロジェクト評価方法を採用することとした。

なお、本終了時評価調査以外で、これまでのプロジェクト実施期間中に、オイスカ・JICAより公

式的な中間評価活動等は実施されてきていない。

１－２　調査団派遣の目的

　「ネグロス養蚕普及事業」実施の終了を2003年12月に控え、評価５項目の観点からプロジェク

トを評価するとともに、今後の養蚕プロジェクトの展開及び開発パートナー事業実施上の課題等

についてオイスカ並びに現地関係機関と協議することを目的として本調査団を派遣した。具体的

項目は以下のとおり。また、協議の結果をミニッツ（合意文書）にて確認し、署名・交換を行っ

た（付属資料１．参照）。

（1）これまで実施した事業活動について当初計画に照らし、計画達成度（投入実績、活動実績、

プロジェクト成果の達成状況）を把握する。

（2）計画達成状況を踏まえ、JICA 事業評価ガイドラインに沿って評価５項目の観点からプロ

ジェクトの評価を行う。

（3）評価結果から他の類似プロジェクト形成・運営・評価などに参考となる教訓や、国民参加

型事業実施にあたっての留意・改善事項などを導き出すとともに、オイスカ及び現地実施機

関、そして JICA による今後の対応などにつき提言を行う。

（4）上位目標の達成に向けた、オイスカの今後の計画及び取り組みについて確認し、プロジェ

クト終了後のオイスカ・JICAにとっての課題についてオイスカ及び現地関係機関と意見交換

する。

１－３　調査団概要

１－３－１　調査団の構成

石田　滋雄 団長・総括（国際協力事業団　国際協力専門員）

大久保　恭子 企画評価（国際協力事業団　アジア第一部東南アジア課）

高橋　径子 NGO 事業評価（財団法人オイスカ海外グループ）

監物　順之 評価分析（中央開発株式会社）　　　　　　　　　　　　　　　（所属は当時）
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１－３－２　派遣日程

　調査団派遣期間：2003 年７月４日（金）から７月 13 日（日）まで（付属資料２．調査日程

参照）

１－４　評価の方法

　本評価調査では、５つの評価項目ごとにあらかじめ評価設問を設定した。それぞれの評価設問

に対して必要な情報・データ、情報源・調査方法を設定し、評価グリッドを作成し（付属資料３．

参照）、同評価グリッドを基にプロジェクト評価に必要なデータを収集した。データ収集は、関

連文献レビュー、プロジェクト関係者への聞き取り、プロジェクト現場の視察に基づいた。現地

での聞き取り調査は、日本人専門家、プロジェクトに従事するフィリピン人スタッフ、養蚕活動

参加農家代表、現地政府関係者、JICA・日本政府関係者を対象として終了時評価調査団のフィリ

ピン派遣中の 2003 年７月 ４日～７月 11 日の期間に行った。主要面談者については、付属資料

４．のとおり。なお、本評価調査では、可能な限り客観的で包括的なデータ・情報の入手に努め

たが、時間的制約に加え、既述のとおり、NGO と JICAがイコールパートナーとしてひとつの事

業（プロジェクト）の共同実施にあたるという本スキームの特殊性から、今回採用した評価方法

の枠組み並びに評価実施者の構成については、現時点では必ずしも適当な方法とはいい難い状況

にあることから、今回の評価結果の客観性・妥当性には大きな限界があることをあらかじめ申し

添えたい。
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第２章　プロジェクトの概要

２－１　プロジェクトの背景

　フィリピンのネグロス島では、これまで砂糖産業がその経済を大きく支え、多くの農民がサト

ウキビの収穫や砂糖生産に従事してきた。しかしながら、砂糖生産事業は砂糖価格の国際市場変

動に非常に脆弱であり、時に多くの農民やフィリピン社会の最下層の人々の生活を大きく苦しめ

てきた。農業が多様化しておらず単一栽培農業に依存し、砂糖生産の単純労働者として生活して

いるためである。

　このような状況に対処すべく、財団法人オイスカは1989年よりネグロスオキシデンタル州にて

養蚕開発の試験事業を開始した。この試みは大きな成果を収め、1998年と1999年には参加農家

が70軒まで拡大し、高品質の繭を生産するまでに至った。また、そこで生産される絹糸は繊維を

強くするために必要な縦糸として利用可能なことが確認された。そこで、製品価値を高めるため、

繰糸機一式が日本の地方自治体の寄付によりオイスカのバゴトレーニングセンターに導入され、

生糸生産が順調に行われることになった。

　オイスカでは、こうした成功をネグロス島の東側でも展開することを計画し、JICAの開発パー

トナー事業に応募し、フィリピンにおける同事業最初の案件として実施することが決定された。

２－２　プロジェクトの基本情報

　プロジェクトの基本内容については、2000 年６月の事前調査で日本側（オイスカ・JICA）と

フィリピン側〔オイスカ帰国研修生同窓会（OISCA Technical Trainees Alumni Association：

OTTAA）・フィリピン国家経済開発庁（National Economic Development Authority：NEDA）、そ

の他バゴ市長、マビナイ・カンラオン両市の農業関係者、農業省地方事務所等〕にて確認された

内容を踏まえ、2000年11月の実施協議文書（R/D）にて正式に合意された（付属資料５．参照）。

なお、この基本内容に基づく、最終的な JICA側の投入総予定内容の決定は、プロジェクト開始

初年度のオイスカ・JICA 間の「開発パートナー事業」委託契約時点で最終的に決定された。ま

た、委託契約は、会計年度ごとにオイスカ・JICA間で締結され、当該年度の活動計画の決定並び

にそれに伴う JICA側の投入予定内容（契約金額）の決定が、前年度の進捗状況を踏まえつつ行

われた。プロジェクト期間は、2000年12月10日より３年間、協力実施機関は財団法人オイスカ、

現地協力機関はオイスカ帰国研修生同窓会である。以下にプロジェクトの基本情報を記載する。
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２－３　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

　プロジェクトのPDMは、プロジェクト開始に先立って作成され、2000年11月の実施協議文書

にて正式に合意された。PDMは英語・日本語で作成されているが、プロジェクト開始から３年目

のJICA・オイスカ間の委託契約時に、一部修正（プロジェクト目標達成に必要なアウトプットの

項目を追加。したがって、それに伴い、指標及び活動の項目等にも修正が加えられた）が行われ

ている（当初 PDMについては付属資料６．参照、修正 PDMについては付属資料７．参照）。修

正PDMにおける「上位目標」、「プロジェクト目標」、「アウトプット」について以下に記載する。

（1）上位目標

　ネグロス島の農家に養蚕が普及・定着する。

（2）プロジェクト目標

　ネグロス島における繭・製糸の生産高が上昇する。

（3）アウトプット

　①　普及指導員が養成される。

　②　養蚕業に必要な施設・資機材が整備される。

　③　農民が適切な飼育方法を習得・実践する。

　④　製糸技術が向上する。

　⑤　蚕種製造技術、病理技術を習得する。

　⑥　フィリピンにおける養蚕事業が明らかになる。

案件名

事業（援助）形態

契約相手方

プロジェクト実施機関

現地協力機関

実施協議（R/D）署名日

協力期間

日本におけるプロジェクト

支援機関

フィリピンにおける

プロジェクト支援機関

他の関連協力

ネグロス養蚕普及事業

The Project on Promotion of Sericulture in Negros Island

開発パートナー事業

The JICA Partnership Program with NGOs, Local Governments and Institutes

財団法人オイスカ

OISCA International, H.Q

財団法人オイスカ

オイスカ帰国研修生同窓会

OISCA Technical Trainees Alumni Association：OTTAA

2000年 11月 17日

2000年 12月 11日～ 2003年 12 月 10日

オイスカ長野県・静岡県支部等

OISCA’s Nagano and Shizuoka Chapter (Japan)

オイスカフィリピン総局

Philippine Chapter of OISCA International

草の根無償（開発パートナー事業開始以前に供与）等
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２－４　プロジェクト実施機関及び実施体制

　プロジェクト実施機関は財団法人オイスカである。現地におけるプロジェクトの運営管理は、

オイスカが日本から派遣する２人の専門家（プロジェクトマネージャー及び養蚕専門家）が担当

し、その下でプロジェクトが雇用する現地要員が参加農家への養蚕普及指導や製糸工場の運営な

ど種々の活動に従事している。同現地要員の主メンバーは、オイスカが主催する日本での農業研

修を受けフィリピンに帰国した研修生が結成する「オイスカ帰国研修生同窓会（OTTAA）」のメ

ンバーである。また、現地にはプロジェクトの円滑な実施に向け合同調整委員会（Joint Coordinating

Committee：JCC）が設置されているが、OTTAA会長が JCC委員長を務めるなど、OTTAAは本

プロジェクトの実施に大きな役割を果たしている。さらに、フィリピン議会下院の議員であるマ

ラニョン氏が総局長を務めるオイスカフィリピン総局がマニラにあるが、プロジェクトでは同氏

を通じ政府関係部局へのプロジェクトの紹介や必要情報の入手等の支援をオイスカフィリピン総

局より得ている。なお、日本における本プロジェクト運営管理（JICAとの契約業務及び諸連絡の

実施、プロジェクト現地サイドとの諸調整含む）は、オイスカ本部の担当者１名にて実施されて

いる。
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第３章　調査結果

３－１　プロジェクトの実績

３－１－１　投入の実績

（1）JICAの本事業に対する投入総額（2002年度までの実績金額プラス2003年度の契約金額）

は付属資料８．に示すとおり１億7,856万4,050円（消費税及び地方消費税合計850万3,050

円を含む）となる見込みである。これは契約総額１億 8,307 万 1,700 円の 97.5％に相当す

る。

（2）年度別、項目別明細も付属資料８．のとおりである。大きく分けると専門家派遣関連経

費（直接人件費プラス派遣諸費）が 7,007 万 6,000 円（39.2％）、施設・機材費（基盤整備

費プラス資機材等購送費）が7,239万 3,000円（40.5％）、現地活動経費（一般現地業務費、

現地研修普及活動費、技術交換費の合計）が1,908万4,000円（10.7％）、間接費が850万8,000

円（4.8％）、消費税等 850 万 3,050 円（4.8％）となる。

（3）専門家派遣に関しては、PDMにおいては長期専門家３名（プロジェクトリーダー１名、

養蚕技術員２名）、短期専門家２名（蚕種製造・病理技術員、製糸技術員各１名）となって

いる（派遣期間は記載されていない）。実際の派遣実績は、付属資料９．に示すとおり2003

年度の予定も含め長期専門家がプロジェクトリーダー１名　33.80 人／月（MM）、養蚕技

術１名　27.83MM、計２名　61.63MM、また短期専門家が蚕種製造・病理技術員１名　

4.8MM（国内作業1.83MMを含む）、製糸技術１名　0.27MM、業務調整１名　4.61MM（国

内作業 2.17MMを含む）計３名　9.68MMとなっている。長期専門家、短期専門家合計で

は５名　71.31MMが派遣され投入金額全体の39％に相当する7,007万円の投入となった。

（4）施設・機材の整備には 7,239 万円、投入金額全体の 41％が投入された。主要な項目は以

下のとおりである。

・2000 年度

〈基盤整備〉壮蚕所建設　10棟　63万円、乾燥所建設　１棟　202万円、稚蚕所建設

　３棟　169 万円、養蚕指導センター建設　260 万円

〈日本調達機材〉自動繰糸機　一式　483万円、繭乾燥機　一式　490万円、重油炊き

ボイラー　236 万円

〈現地調達機材〉ピックアップ　１台　280万円、６ｔダンプトラック　１台　153万円、

４ｔトラック　１台　118万円、125cc モーターバイク　３台　67万円、稚蚕用蚕

泊　100 枚　25 万円、蚕座シート　１万枚　20 万円

・2001 年度

〈基盤整備〉壮蚕所建設　50棟　315万円、乾燥所建設　１棟　202万円、稚蚕飼育所建

設　１棟　75万円、養蚕指導センター建設　100万円、　資機材倉庫　１棟　49万円、

桑園整備　35ha　280万円

〈日本調達機材〉蚕種　600 箱　60 万円

〈現地調達機材〉４ｔトラック　１台　205万円、125ccモーターバイク　３台　71万円、
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回転蔟　850 個　128 万円、簡易毛羽機　50組　25 万円

・2002 年度

〈基盤整備〉壮蚕所建設　50棟　315 万円、桑園整備　35ha　280 万円

〈日本調達機材〉蚕種　900 箱　90 万円

〈現地調達機材〉回転蔟ロータリー枠　500個　100万円、各種タイヤ　38本　45万円

・2003 年度（予定）

〈基盤整備〉壮蚕所建設　30棟　210 万円、多条機室建設　１室　10万円、ボイラー

室建設　１棟　40 万円、桑園整備　７ ha　56 万円

〈日本調達機材〉蚕種　300 箱　30 万円、電動紡ぎ車　４台　24 万円

〈現地調達機材〉籾殻炊きボイラー　１台　450万円、回転蔟ロータリー枠　500個　

100万円、多条機　１台　60万円、蚕種保存用空調機及び冷蔵庫各　１台　計25万円、

蚕室囲い用シート　50巻　25 万円

　全体として機材の投入はおおむね計画どおり実施された。ただし、2000年度に投入され

た重油炊きボイラーと 2003 年度に投入予定の籾殻炊きボイラーはいずれも繭乾燥機及び

繰糸機に使用するもので単に燃料として重油を使用するか籾殻を使用するかだけの差であ

り、全く同じ用途に二重投資した形となっている。これは当初計画時点でオイスカは籾殻

炊きも検討したものの、籾殻炊きボイラーは日本ではほとんど使用されておらず、オイス

カが相談した専門家が一様に日本で一般的な重油炊きを勧めたため重油炊きボイラーを設

置したが、その後フィリピンにおいて重油の価格が２倍半に高騰し、燃料費が製糸コスト

の40％を占めて製糸部門の収支を大きく圧迫したこと、日本人専門家がブラジルやボホー

ル島を視察し、籾殻炊きでも性能に問題はなく燃料費を大幅に節約でき、燃料費の節約に

より追加投資は２年間で回収できる目処がついたことにより追加投入を決定したものであ

る。

　また、JICA支援による投入以外に長野、栃木、静岡でオイスカ会員が中古蚕具を集め、

整備し、プロジェクトに供与している。これらはボランティア活動として行われたため投

入金額としては表示されていないが現地でのプロジェクト活動推進に大きく寄与してい

る。さらにバゴ市が草の根無償を使って建設した研修施設が本プロジェクトの利用に供さ

れている。これは本プロジェクトによる投入ではないが本プロジェクトの成果を促進した

要因のひとつである。

（5）現地職員

　PDMには、フィリピン側の投入として、普及指導員20名及び製糸指導員10名が記載さ

れている。本事業の実施主体はオイスカであり、いわゆるカウンターパート機関というも

のはなく、フィリピン側の投入という表現は不適切である。また、養蚕部門の主体は農家

であり、農家に対する普及指導ということから養蚕普及指導員という表現は適切である

が、製糸関連のスタッフはオイスカ直営の製糸工場で直接生産に従事するスタッフであり

製糸指導員という呼称は不適切である。本プロジェクトに従事する現地要員はすべてオイ

スカが雇用しており、それらは日本側の投入であり、かつ、その大部分の経費は JICA の

負担となっている。普及指導員20名及び製糸指導員10名という数字は本プロジェクトの
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事前調査の段階で設定されたPDMに記載された数字であり、実際の実施はJICAとオイス

カの間で毎年締結された年次契約に定められた数字をベースに運営されている。

　職種別現地雇用者数は表３－１のとおり。

　表３－１のなかで JICAの支援に含まれていない雇用者のうち製糸工員については生糸

売上原価のなかから、またその他の雇用者（スタッフ）についてはオイスカバゴトレーニ

ングセンター運営経費のなかから支払われている。また農業研修生とは、オイスカバゴト

レーニングセンターで長期研修（１年以上）を受けている者で各普及センターに配属され

ている者をさす。プロジェクト人員の枠外ではあるが実質的には見習い職員的にOJTとし

て業務に従事している者であり、プロジェクトの貴重な戦力となっている。オイスカの制

度ではまず１年務め、希望する者は延長する。２年から数年間研修を受けた研修生のなか

で有望な者は日本研修を１年間受け、その後初めてOTTAAのメンバーになれる。本プロ

ジェクトの現地スタッフは OTTAA のメンバーが主力である。

　結論として、現地要員の投入は PDMに示された当初計画とは異なり、基本的には JICA

とオイスカとの間の契約に示された年次計画内容に従い、これをやや上回る人員がオイス

カによりなされている。

（6）現地職員の日本研修

　JICA支援の対象外であるが、オイスカでは本プロジェクトのために現地要員の日本での

養蚕研修生受入れを2001年から2003年まで毎年２名、３年間合計６名に対し実施してい

る。それぞれ１月から 12 月までであり、合計 72MM、費用総額（研修費、滞在費、保険

料、航空賃）は 1,073 万 8,000 円である。

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度

事務主任 1（1） 1（1） 1（1） 1（1）

庶務・営業 1（1） 1（1） 2（1） 2（1）

車両スタッフ（運転手） 2（2） 2（2） 2（2） 2（2）

製糸主任 1（1） 1（1） 1（1） 1（1）

製糸スタッフ 2（2） 2（2） 5（5） 4（4）

製糸工員 8（0） 8（0） 8（0） 8（0）

養蚕技術普及主任 1（1） 1（1） 1（1） 1（1）

養蚕技術普及員 4（4） 7（7） 8（8） 5（5）

病理・蚕種スタッフ 1（1） 1（1） 1（1） 1（1）

稚蚕所スタッフ 0（0） 0（0） 0（0） 1（0）

養蚕研修指導員 1（1） 3（3） 2（2） 0（0）

技術補助員 0（0） 1（0） 5（0） 6（0）

農業研修生 6（0） 8（0） 6（0） 6（0）

合　計 28（14） 36（19） 42（22） 38（16）

注：括弧内はうちJICAが費用支援を行っている雇用人数

表３－１　職種別現地雇用者数
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３－１－２　活動の実績及び成果の発現状況（達成度）

（1）活動の実績

　活動計画及びその実績を付属資料 10．「プロジェクトの全体計画及び実施方法」並びに

付属資料 11．「ネグロス養蚕普及事業実施計画及び実績」に示す。

　項目、地域により若干のばらつきがあるが、全体としてはおおむね計画どおり実施され

た。ただし、活動項目４－２「製糸技術指導に必要な適正技術を習得する」に関しては計

画された派遣期間が極めて短期間（８日間）である。計画どおりに実施され、成果もあがっ

たとされているが、どのレベルまでの技術の習得をめざしていたのか明確でなく、不十分

であったとの意見がプロジェクト側からも出ている。

（2）成果の実績

　計画された成果、その指標及びその達成度を表３－２に示す。

　「成果４．製糸技術の習得」に関しては、長期専門家は派遣されておらず、また短期専門

家も１回（８日間）派遣されただけであり、プロジェクト側の意見でも一層の技術習得が

必要とのコメントであった。これは計画時点で製糸の専門家が参画しておらず、技術習得

の目標がどのレベルなのか明確にされていなかったことに起因すると思われる。

　その他については、計画された成果はほぼ達成される見込みである。
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成　果

１．普及指導員が

養成される

２．養蚕業に必要

な施設・資機材

が整備される

３．農民が適切な

飼育方法を習

得・実践する

指　標

１－１　普及指導員

養成研修を受けた

地元青年の数 10 人

以上

２－１　設置された

資機材の稼働率。

初年度 50％→ 2003

年次 75％以上

３－１　養蚕の技術

研修を受けた選定

農家数。開始時 80

軒→終了時 190 軒

以上

３－２　生産された

繭の品質テスト合

格率 90％以上

2002年度
末実績

16名

65％

180軒

2003年度
計画

0

75％

10軒

備　　　考

プロジェクトで実施された研修は合計

190MM。受講地元青年は合計83名うち16

名が普及指導員養成のための長期コース

（期間１年を標準とするが正確に365日と

いうわけではない）、67名が一般養蚕農家

のための短期コース（標準期間１か月）

施設・資機材の整備は順調に進捗してい

る。稼働率が低いのは繭の生産量に比し製

糸機械の能力が大きいためであり、2003

年度に予定どおりの繭生産が得られれば、

稼働率は76％以上となる。

2003年度既に新規10軒の参加が確定して

おり合計190軒の目標は問題なく達成する

見込みである。

プロジェクトでは外部に通用する客観的品

質テストは実施していない。現在プロジェ

クトでは日本の検査方法を参考にプロジェ

クト独自にABCの３種類の格づけを行い

A（日本の2A以上相当）が90％以上とな

ることを目標としてきた。この基準による

内部検査の結果では目標は達成されてい

る。

なお、プロジェクト側の説明によれば、オ

イスカは1997年に約20軒の農家の繭のサ

ンプルを日本に送り高山社の検定（5 A、4

A、3 A、2 A、A、B、 Cの７等級に分けら

れる）を受けたところ70％が3A又は4A、

１社が5A、残りが2Aの格づけを取得した

とのことである。日本に販売するには3A

以上の格づけを得る必要があるとのことで

あるが、プロジェクト期間中には新たな外

部検査は実施されていない。独自検査のレ

ベルと日本の基準とのずれが生じないため

にも数年に１度は日本での検査を受検する

ことが望ましい。

表３－２　成果と指標及び達成状況
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成　果

４．製糸技術が向

上する

５．普及指導員が

蚕種製造技術、

病理技術を習

得する

６．フィリピンに

おける養蚕事

業が明らかに

なる

指　標

４－１　生産された

生糸の品質テスト

合格率 90％以上

５－１　違作の発生

率＊ 10％以下

６－１　フィリピン

国内における養蚕

市場の動向が明ら

かになる

2002年度
末実績

2003年度
計画

備　　　考

プロジェクトでは、客観性のある品質テス

トは実施されていない。プロジェクト側の

説明によれば、内部検査では糸むら、節、

色、光沢の目視測定のみ行っており、引っ

張り強さは検査設備がなく実施していな

い。現状では納入先よりクレームがあるか

ないかを判断の基準としており、この基準

では合格率はほぼ100％であり、指標の目

標値は達成している。国際的に通用する客

観的基準としては横浜生糸検査所による格

づけがあり、プロジェクトによれば日本に

販売するためにはここでGrade 3A以上を

取得する必要がある。オイスカでは1998

年に2Aの認定を受けたが、プロジェクト

期間中では同検定を受けていないとのこと

である。今後輸出を検討するにしてもフィ

リピン国内市場で輸入品と競争するにして

も国際的認定を取得しておく必要があり、

早急に同検定を受け現在の品質レベルを確

認する必要がある。

プロジェクトによれば指標（10％以下）は

既に達成しており現在は２％以下をめざし

ているとのことである。

プロジェクトでは地元大学のマーケティン

グ担当教授に市場動向調査を依頼したが、

その報告書の内容がお粗末であり期待した

成果があがっていない。他方JICAフィリ

ピン事務所が FIDA（F i b e r  I n d u s t r y

Development Authority ：繊維産業開発庁）

の統計をベースとして作成した報告書

（Philippine Sericulture Industry, Facts &

Figures）は統計をコンパクトにまとめて

いて分かりやすく、これにより養蚕業、絹

産業の状況がかなり明らかになった。

＊違作発生率＝ survival rate 65％以下の農家戸数／全参加農家戸数

survival rate ＝１箱の蚕種から収穫された繭の個数／１箱の蚕種の個数（20,000）

survival rate＝１箱の蚕種から収穫された繭の重量（ｇ）／平均的繭の重量（1.6ｇ）×20,000
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３－１－３　プロジェクト目標の達成度

　本プロジェクトのプロジェクト目標は「ネグロス島における繭・製糸生産高が上昇する」で

ある。プロジェクト目標の指標及びその達成度は表３－３のとおりである。

　

　以上に見るとおり、生繭の生産高はプロジェクト開始前（2000 年）の年間 10ｔから 2002 年

度 18 ｔ、2003 年見込み 27.5 ｔ、　また生糸の生産高は、初年次（2001 年３月まで）356kg、

２年次 1,952kg、３年次 2,310kg、４年次見込み 4,800kg（４月から６月までの実績 438kg）と

いずれも大きく増加しており、プロジェクト目標「ネグロス島における繭・製糸生産高が上昇

する」が達成されることは間違いない。なおフィリピン全体における繭、生糸の生産高とそれ

に占める西ネグロス州の生産高（西ネグロス州の生産高はすなわち本プロジェクトの生産高と

見なし得る）を表３－４、表３－５に示す（出所：Summary of Silk Statistics (1998-2002), Fiber

Industry Development Authority, 4/28/05）。

表３－３　プロジェクト目標の指標及び達成度

指　標

１．桑園面積。開始時

（2000.12）50ha →終了

時（2003.12）120ha以上

２．飼育蚕種箱数。開始

時400箱→終了時1,100

箱以上

３．集繭量。開始時10ｔ

→終了時 27.5 ｔ以上

４．製糸工場の繰糸能

力。開始時 250kg ／月

→終了時 500kg ／月以

上

2002年度
末実績

123ha

670

18ｔ

500kg／月

2003年度
計画

＋7ha

1,100

27.5ｔ

500kg／月

備　　　考
（終了時達成度見込み）

2003年度において既に新規に12haの作

付けが行われており、現時点での桑園

面積は 135ha となって既に目標値の

120haを超えている。

８～10箱／haとすれば目標は達成でき

る見通しである。

25kg／１箱として達成可能と思われる。

当初機械１台。１台増設により倍加。

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

フィリピン全国（A） 2,509.3 4,966.2 5,411.3 7,717.7 11,017.5

西ネグロス（B） 2,891.0 1,347.9 1,383.4 2,460.0 2,6,230.8

比率 ％（B/A） 35.5％ 27.1％ 25.6％ 31.9％ 56.6％

表３－４　フィリピン全国と西ネグロス州の乾繭生産高

（単位：kg）
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　表３－４、表３－５に見るごとくフィリピンにおける繭及び生糸の生産高に占める本プロ

ジェクトによる生産高の比重は極めて高いものがある。またフィリピンでは年によってばらつ

きがあるものの、生産高の 10 倍から 100 倍の生糸が輸入されているという事実は、品質・価

格において輸入生糸に対抗し得る生糸を生産できれば、国内に十分な市場があり、輸入代替産

業として発展する可能性があるものと判断される。さらに生糸の数倍から十数倍の絹糸が輸入

されているということは、将来的には繰糸（Reeling）のみによる単なる生糸の生産から、撚

糸、練糸の生産、染色の導入による色糸の生産により更に市場を拡大する可能性も示唆され

る。すなわち本プロジェクトは繭・生糸の生産高の増大という当面のプロジェクト目標は達成

したが、品質・コスト面の改善を図り、数量面の拡大を実現できるならば、上位目標の達成す

なわち地場産業としての定着の可能性もあるといえる。

３－２　プロジェクトの実施プロセス

３－２－１　計画立案のプロセス

　本プロジェクトは、実施機関であるオイスカが計画立案し、JICA の支援を得る過程で JICA

が審査を行い両者協議により計画内容の修正・改善が行われた。現地の農民あるいは現地行政

当局その他利害関係者が計画立案に参画した形跡は見られなかった。

　また、計画はオイスカのフィリピン農村部における豊富な経験を生かせることを背景に、ま

ず桑園面積や生糸生産量の量的拡大、農民への普及活動に重点が置かれており、産業としての

フィージビリティー・スタディが事前になされた記録は見当たらなかった。つまり、コスト計

画、資金計画、収支計画、販売計画（市場計画）等産業プロジェクトとしての事業計画は必ず

しも十分ではなかったといえる。これは、JICAの審査過程においても同様で、事前調査報告書

において

①　設備・施設の維持・改修費用を農民自身が負担可能な仕組みの構築

②　販売（マーケティング）面での健全な体制づくり

を自立発展のために検討を要する課題として提起し、事業の採算性に対する問題認識があった

ことをうかがわせているが、明確な形で事業のフィージビリティーが検討された記録は、見当

たらなかった。

　さらに、自立発展性と関連するが、プロジェクト終了後の事業の実施体制、フィリピン側の

参加の度合いも計画段階では十分に検討された形跡が見当たらなかった。オイスカは過去の活

動歴のなかで、その事業がうまくいくまでは自らで責任をもって実施し、うまくいくことを示

表３－５　フィリピン全国の絹糸（Silk Yarn）並びに生糸（Raw Silk）輸入量、

生糸生産量と西ネグロス州生糸生産量

（単位：kg）

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

全国絹糸輸入量 60,966 90,458 1,70,900 608,024 839,673

全国生糸輸入量 09,685 05,730 1,12,688 132,381 062,770

全国生糸生産量（A） － 051.67 1,127.91 0957.92 2,828.51

西ネグロス州生糸生産量（B） － － 1,996.86 0703.01 2,356.50

比率 ％（B/A） － － 88.4％ 73.4％ 83.3％
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せたあとに現地側に移管を実施してきた例を多くもつ。本事業においても現地への移管は常に

関係者の念頭にあったものの、「いまだ移管に向けての準備段階」との認識であったことがう

かがわれる。しかし、プロジェクト開始以降、関係者の助言により、現地では具体的移管の方

法が検討され始めたが、いまだ具体的な形が見えていない状況である。少なくも当分の間はオ

イスカは直営で事業を継続する意向である。

３－２－２　プロジェクトの実施体制

（1）プロジェクトの実施機関

　一般に無償資金協力や技術協力等の日本の ODA 事業は、現地に存在するカウンター

パート機関を支援しており、実施の最終責任は相手国実施機関としている。本事業におい

ては、実施機関はオイスカであり、オイスカがJICAの支援を得て実施しているものであっ

て、現地側カウンターパート機関というものは存在しない（形式的にオイスカの同窓会で

ある OTTAA がカウンターパート機関であるかに見える文書もあるが、事前調査時のミ

ニッツによればOTTAAの役割はプロジェクトの実施が成功するよう必要な情報の提供等

の協力を行うことにあり、実施機関ではない）。

　現地における実際の運営管理はオイスカが派遣した２名の日本人専門家（プロジェクト

リーダー及び養蚕技術専門家）が担当し、その下でプロジェクトが雇用した現地要員が活

動を行っている。現地の実施組織を付属資料12．に示す。現地要員の主力はOTTAA（オ

イスカ研修の同窓会）の会員である。

（2）プロジェクトの管理運営組織

　本プロジェクトは、桑を栽培し桑葉をえさとして蚕を飼育し繭を収穫するという一次産

業部分（養蚕業）と、収穫された繭を集荷し工場において生糸に加工し販売するという製

造業（製糸工業）部分から構成されている。

　養蚕業の主体は農家であり、オイスカの役割は農家に対し桑苗、稚蚕、蚕具、薬剤等の

資材や施設を供与し、技術指導を行い、繭を買い取るという普及支援活動を実施してい

る。普及支援活動のトップは日本から派遣された養蚕技術の長期専門家であり、日常の普

及活動はバゴのセンター及び本プロジェクトにより新設された３か所の普及センターを拠

点にフィリピン人普及指導員が中心となって行われている。

　製糸工業はオイスカのバゴトレーニングセンター敷地内に建設された工場において、

フィリピン人の製糸主任を中心にオイスカが現地で雇用した製糸スタッフ及び製糸工員に

よってオイスカの直営事業として運営されている。

　プロジェクトマネージャー（日本から派遣された長期専門家）が全体を統括しており、

プロジェクトの管理運営は現在のところすべて日本人が行っているといえる。フィリピン

側への移管は関係者の念頭にはあるが、具体的準備はまだスタートしておらず、実現まで

には少なくもまだ数年はかかると思われる。

３－２－３　JICA の支援体制

　JICAは国内においてオイスカ本部を通じ全体計画や各年の年次計画の策定、実施に対し助言

を行っているほか、現地事務所を通じデータの提供や、JICA農業専門家の助言（農民のための
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revoliving fund の設立等）提供を行った。

３－２－４　現地での支援体制

（1）合同調整委員会による支援

　現地には合同調整委員会（JCC）が設置され、年１回会合をもち、年次活動計画の審議、

進捗状況のモニタリング、問題点に関する意見交換が行われている。JCC の委員長は

OTTAAの会長であり、委員には関係市・町の行政当局、農民代表、日本大使館代表、JICA

フィリピン事務所代表、オイスカ本部代表等が参加している。

（2）オイスカフィリピン総局による支援

　オイスカフィリピン総局はマニラにあり、総局長はマラニョン下院議員である。同議員

は下院の農業委員長を務め、プロジェクトを政府関係部局〔農業省、FIDA、PTRI（科学

技術庁傘下の国立繊維研究所）〕に紹介し情報入手の便宜を図る等の支援を行っている。ま

た、同議員は JCC のメンバーでもある。

（3）OTTAA（オイスカ帰国研修生同窓会）による支援

　OTTAA会長ウェルマン氏は JCCの委員長であり、プロジェクトの手足となって活動す

る現地雇用者の主力は OTTAA のメンバーである。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目の評価結果

４－１－１　妥当性

（1）プロジェクト目標、上位目標とフィリピンの開発政策、我が国の援助方針との整合性、

地域・受益者ニーズへの合致度

　典型的単一栽培経済のネグロス島に新たな産品を導入し収入源の多様化、住民生活の安

定と地域経済の活性化を図るという本プロジェクトのねらいは、国連ミレニアム開発目標

（2000）、フィリピン中期開発計画（1999 ～ 2004）、我が国の ODA 中期政策（1999）等の

いずれに照らしても整合性のある目標であり、また JICA の国別事業実施計画援助重点分

野「格差是正」にも合致し、地域・受益者のニーズへの合致度も高い。この意味で、本プ

ロジェクトの妥当性は極めて高いといえる。

（2）プロジェクトの枠組み・計画内容の妥当性

　計画内容に関していえば、本プロジェクトが PDM に示されたプロジェクト目標（繭・

生糸の生産高向上）を真にねらったのであれば、その目標に向かっての投入、活動、成果

の設定は妥当である。しかしながら、本プロジェクトがねらったのは一時的な繭・生糸の

生産量の増大ではなく、新たな地場産業としての養蚕業が定着することにあることは、

PDMには明示されていなくても共通の認識として関係者の意識のなかにあった。地場産業

として定着するためには事業そのものが経済的に成り立つこと、かつプロジェクト終了後

の運営体制（資機材調達、製品販売、資金管理、人員管理等を含む経営組織の体制）が確

立している必要がある。

　ネグロスにおける養蚕業の普及活動は本プロジェクトの開始とともに初めて始まり、本

プロジェクトの終了とともに終了するものではない。オイスカが独自に 1995 年から進め

てきた養蚕業普及活動がある程度の成果を収め、これをもうひと押し（継続・拡大）する

ことにより地場産業として自立できる道筋をつける目標があったことから、JICA支援を求

めた事業である。とすれば協力期間内に将来の自立発展の基盤を構築し、上位目標達成に

向かって進むための準備活動をプロジェクト活動に含めるべきであったと思われる。PDM

では、上昇した生産高が持続・拡大し、養蚕業が普及定着するための繭・生糸の生産・販

売体制については触れていない。これらについては計画時点で関係者の念頭になかったわ

けではなく、まずは養蚕農家の拡大、生産高の増大に力点がおかれ、経済性、自立発展性

についてはある程度普及が進展したあとに対処すべきテーマと考えられていたと思われ

る。しかしながら経済性と管理運営体制の確立は自立発展性を確保するための必須条件で

あり、仮にこれらは終了後検討することになっていたとしても、プロジェクト期間中にそ

のために必要な調査等の準備活動が計画に含まれるべきであったと思われる。

４－１－２　有効性

　ネグロス島における繭・生糸の生産高はプロジェクト開始前に比べ、顕著な増加を見せてお

り、プロジェクト目標「ネグロス島における繭・生糸の生産高が上昇する」については、既に

達成されたといえる。また、成果はプロジェクト目標の達成に有効に貢献するよう過不足なく
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設定されている。プロジェクト目標を文字どおり「繭と生糸の生産量の向上」ととらえたと

き、本プロジェクトの有効性は高い。

　ただし、将来の自立発展性、めざしている管理運営体制の姿が見えず、それらを念頭に置い

た活動・成果は明らかでないため、本プロジェクトの有効性は十分とはいい難い。

４－１－３　効率性

　投入はおおむね順調に実施され、かつ成果の発現のために有効に利用されている。ただし、

ボイラー（生繭乾燥及び繰糸用）は 2000 年度に重油炊きボイラーが投入され、また同じ用途

のために 2003 年度に籾殻炊きボイラーの投入が計画されている。これは明らかに二重投資で

あり、一見無駄な投入に見える。プロジェクトの説明によれば当初から籾殻炊きとするアイデ

アもあったが籾殻炊きボイラーは日本ではほとんど使用されておらず、オイスカが相談した専

門家が一致して日本において通常使用されている重油炊きボイラーの使用をすすめたことから

当初重油炊きとしたが、実際に運転を開始したところ重油炊きボイラーの場合燃料費が極めて

高額となり、プロジェクトの収支を大きく圧迫することが判明した。渡辺チームリーダーがブ

ラジルの製糸メーカーを視察した際にヒントをもらい、フィリピン国内ボホール島等で籾殻炊

きボイラーの操業現場を視察調査したところ、籾殻炊きを採用した場合燃料費が大幅節約でき

ること、投資金額は燃料費の節約額２年分で十分カバーできることが判明したので追加投資を

決断したとのことである。こうした事情を考慮すると、この追加投入は意味のあるものといえ

る。なお籾殻ボイラーは近々設置される予定であり、順調に稼働すればボイラーは籾殻炊きを

主力に運転するが、籾殻炊きは間歇的運転には不適当であり、繭の集まり具合から小ロットの

運転が必要となる場合は重油炊きの利便性もあることから、当面は両者を併用する予定とのこ

とである。ボイラー以外には、無駄と思われる投入はない。実施の効率性（計画された投入及

び活動が効率的に実施されたか）の観点からは本プロジェクトの効率性は高いといえる。

　一方で、得られた直接的効果（プロジェクトのもたらした便益）の総額と、なされた投入の

総額（JICA支出分のみ）との比較という観点では、投入総額約１億 8,000 万円に比し、現時点

で得られた直接便益、すなわち、「養蚕を通じた農民の所得の向上」は年間 300 万円程度であ

り、現時点までの財務効率はいまだ低いといわざるを得ない。しかし、本事業をパイロットプ

ロジェクトととらえ、パイロット地域での成功により今後、面的・量的拡大の実現を図れば（規

模の経済の実現）、プロジェクトの効率は確実に高いものになるだろう。

４－１－４　インパクト

（1）上位目標の達成度

　本プロジェクトの上位目標は「ネグロス島の農家に養蚕が普及・定着する」であり、そ

の指標として「養蚕を通じた農民の所得」が設定されている。プロジェクト目標の項で見

たように、ネグロス島の農家に養蚕が広まりつつあることは事実であり、また農民への聞

き取り調査でも本プロジェクトの結果収入が増えた（例えば、養蚕開始前の年収３万ペソ

が養蚕を開始したことにより４万ペソに増えた）のみならず、サトウキビ耕作の場合は現

金収入が収穫時の年１回しかないが、養蚕の場合は年６回も現金が入ってくるという利点

があり家計が安定し、結果として子どもを中学あるいは大学に通わせることができ、大変

満足している等、インタビューした農民がすべて、今後も継続・拡大していきたいとの意
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向を表明したことからも、上位目標実現の方向に向かっているといえる。しかし農民が担

当している本プロジェクトの養蚕部分が定着するか否かは、オイスカの繭の買い取り保証

が継続できるか否か、言い換えれば、現在オイスカ直営事業となっている製糸部門が安定

的に継続できるか否か、あるいは生糸に加工せずに繭のままでの輸出が安定的に可能かに

かかっている。すなわち、上位目標の達成の可否は本事業の自立発展性にかかっており、

次項に見るように、本事業は自立発展の可能性はあるものの多くの条件も伴っており、調

査時点では情報が不十分で自立発展の判断はできなかった。したがって、上位目標達成の

見込みも現時点での判断は困難である。

（2）その他のインパクト

　以下のようなプラスのインパクトが出ている。ただし、繰り返しになるが、これらのイ

ンパクトが定着するか否かは事業の自立発展性にかかっているといえる。なお現在のとこ

ろマイナスのインパクトは見えていない。

1） 就学率の向上

・農民聞き取りにおいて養蚕で現金収入ができたために子どもを高校（あるいは大学）

に行かせられるようになったとの話が多数聞かれた。

・サンカルロス地区では、子どもを高校に行かせたいとの希望が多くなったため養蚕

地域に高校の分校が建設された。

2） 女性の積極的参加

　マビナイ地区農家のインタビューでは、養蚕業においては親、子、孫、時にひ孫ま

でそろって一緒に働くケースが多く、女性が家族協働の中心となっているという話が

２か所で聞かれた。

3） 織物業の活性化

　フィリピン国内に製糸メーカーがなく、かつ輸入生糸の調達に苦労していたフィリ

ピンの中小織物メーカーに本プロジェクトが安定的に生糸を供給することにより、

フィリピンの織物業を活性化した。

4） 参加農民の意識

　サンカルロス地区の比較的裕福な参加者の間では養蚕から得られた収入を家畜（水

牛、ブタ等）の購入や土地の賃借等、収入源の多様化によるリスクヘッジ投資にあて

る例が、多数聞かれた。

　なお、上記のごとく、参加した個別農家のレベルでは大きくプラスの影響が出ている

が、現時点では参加農家戸数がネグロス全体で 190 戸（１家族６人として受益人口 1,140

人）であり、地域総人口（約 400 万人）を考慮した場合、現状地域経済へのインパクトは

まだまだであるといえる。より局地的に見ても、例えば、本プロジェクトでは成功地域の

１つに数えられるサンカルロス地区については、サンカルロス市役所農業担当職員 Edgar

Dela Cruz 氏によれば同市２万 6,000 世帯のうち養蚕農家は 36 戸、桑を植え壮蚕所の建設

を待っている10戸を加えても46戸にすぎず、現時点ではまだ地域経済への影響はほとん

ど感じられないということである。
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４－１－５　自立発展性　

　本事業は桑を栽培し、それをえさとして蚕を飼育し繭を収穫するという第一次産業（養蚕

業）の部分と、繭を集荷し製糸工場において生糸に加工し織物業者に販売するという第二次産

業（製糸工業）の部分の、２部門から成り立つ。自立発展性を考察するためには本事業を部門

ごとに分けて考える方が考えやすい。

（1）組織・体制面

　養蚕業の主たる当事者は個々の農家である。桑を栽培し蚕を飼育して繭を収穫するのは

農民である。オイスカは農民に対し普及・指導活動を行い技術的支援を提供するとともに

蚕種を孵化し２令まで飼育して２令の稚蚕を農家に供給し、収穫された繭の買い取り保証

をしている。また施設を整備し、石灰、ホルマリン等の薬剤を提供している。これらの経

費のうち薬剤や施設維持費の一部は現在繭の買い取り代金から控除しているが、施設建設

はオイスカの負担になっている。農民へのインタビューでは、農民の組織化は望ましいと

してはいるが、現在組織ができているのはサンカルロス地区のみである。しかし農民組織

がなくとも現在オイスカが担当している役割をオイスカが継続して実施するか、オイスカ

に代わって実施する組織があるならば、養蚕業の継続については問題ない。オイスカが担

当している農家に対する普及・指導・支援活動はOTTAAメンバーを中心に非常に良く組

織されている。課題はこれら支援活動の経費を将来だれが負担するかである。

　製糸工業は現在オイスカの直営事業である。フィリピンでは、PTRI（科学技術庁傘下の

国立繊維研究所）及び SRDI（ドンマルコス国立大学付属絹研究所）の２か所で研究開発

を目的とする小規模の機械製糸が行われているほかは、本プロジェクトがフィリピン国内

唯一の機械製糸工場となっている。というのは、フィリピン国内には製糸メーカーが１社

もなく国内には繭の販売先が存在しないため、生産された繭のアウトレットとして自ら製

糸にのりだすか、あるいは繭のまま輸出するかしかなし得ない状況にあるためである。オ

イスカとして直営製糸事業を開始したのは、フィリピンでは大量の生糸が輸入されている

ことから、繭で輸出して生糸を輸入するよりは国内で生糸を生産し付加価値を高める方が

よいとの判断に基づく。これまでのところ、製糸事業はオイスカの直営であり、農民は参

加しておらず、また行政や企業も参加していない。オイスカでは、いずれはフィリピン側

に移管する意向であるが、現時点ではまだ準備段階にあるため、オイスカの役割を受け継

ぐ組織の具体的構想は固まっていないとのことである。こうした状況から、現状では組

織・体制面での自立発展性を判断することは困難である。

（2）人材・技術面

　養蚕業の面ではオイスカは西ネグロス地区において 1989 年に養蚕指導を開始、いった

ん中断したが 1995 年に再開して以来今日まで一貫して養蚕指導を継続している。本プロ

ジェクト開始時点において既にオイスカの普及・指導員９名が従事し、また養蚕農家の数

も80軒に達していた。これらの普及指導員及び養蚕農家は本プロジェクトにより施設や機

材が整備されたことも手伝って更に経験を重ね、技術的にもかなりのレベルに達した人が

出てきている。またプロジェクト期間中に新たに16名の普及指導員が養成され養蚕農家数

も190戸まで拡大するという量的拡大も達成され、多少の人員がプロジェクトから離脱し



－ 20 －

ても全体には影響を与えないようになってきている。これらのことから、近い将来、技術

面での自立発展性を実現する可能性は非常に高い。ただし（3）項に述べる蚕種製造技術に

ついては 2003 年３月に初めて試験的に生産した段階であり技術を内在化したとはいえな

い状況である。

　他方、製糸工業の面においては、オイスカが農村普及活動のプロである半面、利潤追求

を目標とする工場経営の経験が浅いこと、長期専門家は派遣されておらず、また短期専門

家も１回（８日間）派遣されただけであること等から、現時点ではまだ製糸技術の習得は

不十分と思われる。

　製品生糸の品質面においても、オイスカで本プロジェクト開始以前の 1998 年に横浜生

糸検査所でグレード 2A を取得しているが、本プロジェクト開始以後においては製品の品

質に関する国際的格づけを取得しておらず、現在の製品品質のレベルを客観的に裏づける

データは有していない。当面国内需要家は現状の品質に満足している由であるが、日本そ

の他に輸出しようとする場合、あるいは国内市場においても輸入品との競争が激しくなっ

てきた場合は、国際的に通用する品質（プロジェクトによれば、少なくとも横浜生糸検査

所格づけ 3A 以上）の認証を取得する必要がある。現在の製品の品質レベルを確認し、そ

の結果を加味した品質の維持・向上のための対応策をとることが必要であるが、それだけ

の技術力があるかの判断は困難である。

　さらに、工場経営やマーケティングの人材も不足しており、現状では製糸分野での人材

面、技術面で自立発展性が確保されているとは必ずしもいい難い状況にある。

（3）原料・資機材調達面

　養蚕業に必要な原料、資機材のうち桑苗、多くの蚕具、薬剤（石灰、ホルマリン）はフィ

リピン国内調達が可能であり、問題はない。最大の課題は安価、良質な蚕種を安定的に調

達できるかである。これまでは日本製品をオイスカ会員が格安に入手し、出張者のハンド

キャリーで持ち込んでいるが、必要な時に必要な量を入手する安定性に欠け、長期的にこ

の方法に頼ることは危険とのことである。フィリピン国内ではPTRIがカガヤンデオロ（ミ

ンダナオ島）にて蚕種を生産しており、プロジェクトでも試験的に使用してみたが品質が

悪い。農民へのインタビューではPTRIの蚕種による稚蚕に対して農民は拒絶反応を示し

ている。プロジェクトでは 2003 年３月試験的に蚕種を内部製造し、その蚕種による蚕が

現在飼育されている。オイスカでは品質面で今回の試験生産の結果に加え、少なくもあと

１回はテストを行う予定としているが、加えて追加投資額、生産コスト等財務面での検討

が必要となっている。したがって、蚕種製造技術の習得には今しばらく時間を要する状況

にある。「良質安価な蚕種の安定的確保」は養蚕業部分の自立発展性のキーファクターであ

る。

　製糸工業部門における必要資機材で国内調達が難しいものは繊維オイルと機械部品であ

る。繊維オイルは使用量がそう多くないので在庫状況を把握し前広に手配すれば問題は生

じないと思われる。機械部品については、特に繰糸機の部品が問題である。入手ルートを

確立し在庫状況と必要な時期・数量を把握し前広に手配しないと入手に時間がかかり長期

間機械がストップする懸念がある。
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（4）製品販売面

　養蚕業の製品である繭の販売先すなわち製糸業者はフィリピン国内には存在しない。繭

のままで輸出することは理論的には可能である。オイスカでは1997年に試験的に1.3ｔの

乾繭を日本に輸出したことはあるが、その後は生糸の自家生産を始めたこともあり全く

行っていない。

　プロジェクトでは生糸の製造を内部で行うことにより農民に対し繭の買い取り保証を

行っているが、このことが養蚕業の普及拡大に大きく貢献した要因となっている。オイス

カが現在は赤字ではあるものの、将来的には製糸事業の経営を黒字化することにより、あ

るいは現在行っていない乾繭の輸出を安定的に行うことにより農民に対する繭の買い取り

保証を継続する限り、養蚕業分野（農民）の継続は心配はないが、買い取り保証が崩れれ

ば直ちに養蚕業は成り立たなくなる危険性を抱えている。

　製糸工業分野すなわち生糸の販売については、第３章でみたごとくフィリピンは縫製品

を中心とする繊維製品の輸出国であり、絹あるいは絹と他の繊維との混織布地の原料とし

て大量の生糸・絹糸を輸入している。輸入生糸を必要な時期に必要な量を入手することに

困難を感じている中小織物業者の数も多いため、生糸の生産量が現在程度であれば販売は

容易と思われるが、今後生産量を拡大していく場合には、輸出をするにしても、フィリピ

ン国内で輸入品と競争するにしても、品質の改善が必要となる（少なくとも輸入品との競

合に際しては、国際的に通用する基準による品質であることを裏づける第三者機関による

品質認定が必要である）。また、コストの削減等により競争力の強化、新たな販売先の開拓

のためのマーケティング・営業力の強化、そして何よりも現在の赤字体質を改善し継続可

能な収益を生み出す経営力の強化が必要と思われる。

（5）資金面、収益面、経営面

　養蚕分野においては、インタビューした農民は例外なく本プロジェクトにより収入が増

えたことに大変満足している。現在まで農民に大きな資金負担を課すことなく、農民の収

入を増やしてくることができたのは、オイスカが施設や資機材を提供し、きめ細かな技術

指導を行い、安定した価格で農民からの繭の買い上げを実施してきたことによる。これら

の普及・指導活動の充実は JICAの支援により可能となったといえるが、JICAの支援が終

了したのち、これまでのシステムを継続していくための資金をどこから調達する計画か、

現時点では明らかではない。資金調達の可能性としては以下が考えられる。

①　裨益農民に負担を求める。

　プロジェクトでは JICAの助言に基づきREVOLVING　FUNDを設け、一部の経費

の農民負担を実現している（この農民負担を更に拡大することが現在検討されてい

る）。

②　フィリピンの行政当局（中央・地方政府）の支援を求める。

　西ネグロス州における繭・生糸の生産高がフィリピン全体におけるシェアを高めつ

つあることから、地方行政当局が大きな関心を示している（ただし、残念ながらいま

だ補助金交付等には至っていない）。

③　JICA あるいは他のドナーの支援を得る。

④　プロジェクト内部の自助努力
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　現在は赤字操業の製糸部門を経営改善により黒字化することにより収益を生み出し、

普及活動の維持・拡大のための資金を自らの活動で捻出する方法である。これが最も

理想的であることから、プロジェクトでは経営改善のために以下の方策を検討してい

る。

a） 規模の拡大による製糸工場の稼働率向上（今回調査時に生繭処理量年間 40 ｔ

で黒字化するとの試算をプロジェクトより入手。また宮沢専門家からは70ｔなら

大丈夫とのコメントを聴取した。）

b） コストの削減（籾殻ボイラー採用による燃料費削減や壮蚕所維持費の農民によ

る負担等）

c） 付加価値の増大（生糸の精練、撚糸、染色への進出）

d） 乾繭での輸出

　以上いずれも効果を期待できる半面、新たな投資・調査が必要になるものであり、

投資の資金源をどこに求めるか問題が残る。したがって、どのような資金を使うにし

ても投資効率を慎重に計算する必要がある。

　なお、先述の経営改善策のなかで乾繭での輸出については、特に新規投資が不要で

あり、利益を出せる形での安定輸出が可能であれば即効性もあることから、直ちに検

討すべき課題と思われる。

　結論として、いずれの側面からも自立発展の可能性を有しているものの、同時に課題も

抱えており、短期間の調査での判断は困難であった。この課題として大きなものは、短期

的には蚕種の安定確保であり、中期的には製糸部門の経営改善あるいは乾繭輸出により安

定した収益が得られるかである。

４－１－６　阻害・貢献要因の総合的検証

　本プロジェクトではプロジェクト終了の2003年末までの３年間という短期間に桑園は50ha

から 130haへ、飼育蚕種箱数は400箱から1,100箱へ、集繭量は10ｔ／年から約30ｔ／年へ、

繰り糸能力は 250kg ／月から 500kg ／月へとめざましい発展を果たす見込みである。その結

果、繭の生産量はフィリピン全体のおよそ50％、生糸の生産量にいたってはフィリピン全体の

およそ 80％を占めるまでになる見込みである。

　かかる成功の最大要因は実施者オイスカが、フィリピン農村部における事業において長い歴

史と経験をもち、農民の信頼を得ていること、技術指導も通り一遍ではなくきめ細かな巡回

サービスを行っていること等があげられる。一般に農民は保守的であり外から来た人が持ち込

む新しい話には疑ってかかる傾向が強いが、本プロジェクトの貢献要因としては、プロジェク

トリーダー渡辺氏とOTTAAの存在が大きい。渡辺氏は1973年オイスカ入団後直ちにフィリピ

ンの稲作プロジェクトに派遣され、以後一貫してフィリピン農村部のプロジェクトに従事し、

特に 1980 年６月オイスカバゴトレーニングセンターに派遣されて以降は、20年以上にわたり

西ネグロス州の農民を対象とする稲作他農業全般の指導員活動に従事してきており、農民から

厚い信頼を得ている。また実際の活動にあたる普及指導員の中心はOTTAAの会員であるが、

彼らのもつオイスカに対する仲間意識及び地元農民に対する仲間意識が本プロジェクトの特徴

であり、これらは旧来の相手国政府機関をカウンターパートとする政府間ベース ODAでは困
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難であったと思われる。

　同時に、JICAが資金面で大きな支援を行ったことによりNGOだけではできない規模、速度

での普及がなされたことも見逃せない。特に本プロジェクトにより、新たに３地区に普及セン

ターが建設され普及指導員の常駐が可能となったこと、また彼らにバイクが配備されたことに

よって、従来バゴのセンターから行っていた普及活動が参加農民に近い地元のセンターからで

きることになったことの効果は大きい。マビナイ、カンラオン、サンカルロスの各地区は、行っ

て帰るだけならばバゴからの日帰りが可能であるが、養蚕農家は主要道路からはずれ特に雨期

においては道路事情も悪くなるため、バゴセンターからでは１か月に１度しか巡回できなかっ

たのである。地元センターに普及指導員が常駐し、かつ普及指導員にバイクが配備されてから

は、１日おき、あるいは特に問題が生じた場合等は連日の農家訪問が可能となり、この結果農

家の養蚕に関する知識・技術が急速に向上することとなった。

　本プロジェクトは、地方農村部に密着したNGOに対しJICAが公的資金提供による支援を行

うことによって、NGOだけでは、あるいは JICAだけでは困難な事業を両者の協力により進展

させたものであり、NGOと JICAの協力による地方産業開発のテストケースともいえよう。ま

た投資効率からみて商業資本では興味を示し得ない事業が政府、NGOという非営利組織同士が

取り組んだゆえに、ここまでやってこられたともいえる。

　他方、本プロジェクトのねらいは養蚕業が地場産業として定着することにあるが、そのため

には事業が収益を生むものにならなければならない。しかしながら、事業の収益性、将来の運

営・管理体制の構築にかかわる計画性はこれまでは必ずしも十分とはいえず、このため現時点

では将来の自立発展性が明確に見えない状況が生じている。これは、本事業の性質、つまり、

農家による養蚕業という農業セクターの側面と工場経営による製糸業という工業セクターの両

側面から構成されるにもかかわらず、３年間の事業計画では農業セクターの側面が強調され、

工業セクターの側面が３年間のプロジェクト終了後の課題として暗黙のうちに設定されていた

こと、ないしは見落とされていたことに起因することが考えられる。こうした点についての助

言が開発パートナー事業実施にあたっての JICA による審査過程、そしてモニタリングにおい

ても十分検討され事業計画の修正・補完がなされていれば、より効果的な NGO・JICA 連携が

果たせた可能性がある。
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第５章　NGO事業評価

　本最終評価調査では、プロジェクトの投入実績に対してどのような活動の実績が得られ、どの

ような成果が達成されたかについて検証され、さらに｢妥当性｣、｢有効性｣、｢効率性｣、「インパク

ト」、｢自立発展性｣の５項目について評価分析がなされている。

　本章ではそれらの分析結果に加え、本プロジェクトがJICAとNGOとの｢開発パートナー事業｣

として実施されたことを考慮に入れ、パートナーであったNGOの視点から見てこの事業がどの

ように評価されるかについても言及されることとなった。

　ただし、｢NGO評価｣についてはその手法が確立されているわけではないため、特に、

　①　NGOの比較優位性がどのように本プロジェクトにおいて生かされたか

　②　本プロジェクトにおけるNGOの役割について

　③　以上を踏まえた提言

に焦点を絞り、以下に述べるものとする。

５－１　NGOの比較優位性

（1）現場での受入体制

　本プロジェクトは、オイスカの現場と資源が有効に活用され、それらが JICAの｢開発パー

トナー事業｣の枠組みのなかで生かされ、成果を生み出すことができたといえる。

　国際協力の活動を実施する組織としてオイスカが発足したのは 1961 年である。フィリピ

ンにおいてオイスカが活動をスタートさせてから約30年、また西ネグロス州においてオイス

カが独自に養蚕事業を開始してから十余年が経過しているが、それらの時間のなかでオイス

カがこの地で培ってきたものが基盤となり、本事業が成り立っている。

　オイスカがこのネグロスに入ってきた当初は、日本に対する理解はあまりなかった。むし

ろ戦争の傷跡が残っていたこの地域においては、日本に対する“誤解”すらあった。そうい

う地域に足を踏み入れたオイスカは、フィリピンが｢自立｣していくためのお手伝いをするた

め、数々の日本人ボランティアを派遣、地元の人々と共に無私の精神で励んできた。オイス

カには人々の前に積み上げる資金も、人を追従させる権力もないが、その代わり、この地で

の30年の活動を通して、地元の人たちからの信頼と、自然と周りに人が集まってくる地盤を

築いていった。国際協力の仕事はどんなにドナー側が必死でがんばろうとしても、地元の

人々の心が動かされ、その彼らがついてこないことには実現し得ない。オーナーシップも育

たなければ自立も実現できない。過去に様々な機関が養蚕事業に着手しては長続きしなかっ

たなかで、この30年かけて培われてきた基盤は、本プロジェクトの円滑な実施、及び効果的

な成果を生み出すという意味において大きく貢献した。

（2）人的資源

　オイスカは各地における農村開発プロジェクトを通じた人材育成に努め、地域開発の担い

手を育ててきた。地域の有力者、農家をはじめとする地域住民による理解、参画もしかるこ

とながら、オイスカの研修を終えた研修生OB たちの存在は、本プロジェクト実施において

も大きな役割を果たした。

　特に本プロジェクトでの対象となっていた農家（現時点で 180 軒、プロジェクト終了時に
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は 190軒目標）で養蚕を定着させていくためには、普及指導員による懇切丁寧な巡回指導、

繁忙期には泊り込んでの指導が必要であったが、それらの普及指導員の養成、及び彼らの取

りまとめを担ったのは研修生 OB たちである。

　オイスカが独自に養蚕事業を推進していたころは、この巡回が地理的、物理的な問題で

１、２か月に１度しか実施できなかった。それが、JICAの開発パートナー事業の枠組みを通

じて、養蚕普及の拠点となる養蚕普及センター（養蚕指導センター）が要所要所に建設され

たこと、また普及指導員のためにオートバイが購入できたことにより、２、３日に１度とい

う頻度の巡回が可能となり、対象農家における養蚕事業の確実な定着に弾みをつける結果と

なった。また、荘蚕所を各農家に建設できたことも、目標としていたレベルの普及を可能と

した。

５－２　NGOの役割

（1）草の根レベルでの成果

　NGOの活動は草の根レベルにインパクトを与え、成果をあげていくという意味において高

く評価されてきており、ODAにおけるNGOとのパートナーシップに関する必要性も年々強

くなっている。本プロジェクトにおいては、ターゲットとなる対象農家が180軒に限定され

ていたが、その対象農家のサンプルとして抽出された農家へのインタビューを通じて、農民

のエンパワーされた姿が浮き彫りになった。

　各農家において養蚕技術が向上し繭生産量が増加しただけでなく、養蚕をスタートした農

家において平均して得られた増年収約１万ペソ（＝約２万 5,000 円）を、子どもの教育費や

従来から実施している農業（稲作、サトウキビ・蔬菜づくりなど）のための投資等にあてて

いることが分かり、他の農業とのバランスを考え、家計のマネジメントを実施していること

が確認された。

　また、養蚕を実施している農家同士で協同組合が結成されている地域もあり、桑園の運

営、蚕の飼育を実施していくうえでの問題点を共有してはその解決方法をお互いに探し合う

場面も見られ、現在既に養蚕を実施している農家がモデルとなり、次に続く農家を育ててい

こうとする動きが見られた。

　相対的に見て農民のなかにオーナーシップが育ってきており、エンパワーされてきたとい

える。

（2）地域へのインパクト

　上記に見られるような草の根レベルでの成果が中央政府の公式統計にも現れてきており、

乾繭の西ネグロス州の生産率はフィリピン全土における56.6％、生糸にいたっては83.3％と

いう状況を生み出した。これらの現実を踏まえ、いかに現地政府が政策として取り上げてい

くかが今後の地域へのインパクトに大きく影響するものと考えられる。

　NGOの重要な役割のひとつは、NGOが草の根レベルで実践してきたやり方がひとつのモ

デルとなり、現地政府の政策に乗っていくような影響を与えていくことである。例えば本プ

ロジェクトの場合、オイスカ単独でフィリピン全土への養蚕普及の担い手となるのは不可能

である。上位目標として掲げた｢新たな地場産業としての養蚕業の定着｣を実現させるために

は、これらの農民たちのやる気、オイスカとして残してきた成果を踏まえ、現地政府がその
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気になって初めて実現することである。

　今回の終了時評価調査においては、この点における調査が十分にはできなかったが、先述

の養蚕農家により自発的に発足した農業組合等を通じ、地元政府に働きかけてゆくことが今

後の重点課題のひとつと位置づけることができる。

５－３　課題と提言

（1）投入に対する成果について

　本終了時評価調査の実施にあたり、最も時間を割いて議論がなされたのが、１億 8,000 万

円に対する成果の部分である。この投入に対し、農民の収入向上額は年間 250 万円（３年間

の増加農家数 100 軒×平均年収増加額２万 5,000 円）であり、これでは少なすぎるという議

論が浮上してきたことがきっかけとなったが、成果は必ずしも農民の収入向上の総額だけで

は測れない。お金には代えられない、次のような多くの成果を生んできた。

・過去にフィリピン国内においてはどの機関が実施しても定着しなかった養蚕を、目標レ

ベルで定着させた

・農家の年収が増加した

・就職の機会を増やした

・少々貧しくても、農民が生きる希望をもち、将来に対する投資を始めた

・家計のマネジメントを図るなど農民がエンパワーされた

・農業組合が結成され農民がお互いに助け合っている

・日本に対する感謝の念が強化された

　このような社会開発の成果がこの３年のプロジェクト期間中に実際に見られた。

　問題は、１億 8,000 万円の投入に対する成果をどこに設定するかについて、本プロジェク

ト開始時に、JICAとオイスカとの間で合意されていたかどうかが不明確である点である。提

言として、以下のポイントを提示したい。

①　投入に対する成果について、PDM には必ずしも現れてこない部分においても、プロ

ジェクト開始時に両者間でよく検討する機会をもつこと。

②　その成果設定の検討及び確認の作業は、プロジェクト実施期間中に定期的に（少なく

とも年１回）行うこと。

　これらを言及したうえで、オイスカとしては、既に前章で指摘されているポイント、すな

わち、農業である養蚕部門と工業である製糸部門との運営方針を分け、工場経営が入る製糸

部門について採算が合うよう将来的な計画の確立、組織体制の強化、マーケティング・販売

の強化、蚕種の安価で安定した供給等、早急な対応を図り、JICAの開発パートナー事業とし

てのプロジェクト実施期間を終えたあとの体制のあり方につき検討を引き続き行うこととし

たい。

　本プロジェクト開始時に発足し、年１回開催される合同調整委員会（JCC）の３回目の会

合が本終了時評価調査期間中に開催された。参加していた農民代表たちの養蚕にかける期

待、これからも養蚕事業を進めていくうえでオイスカと一緒にやっていきたいという信頼と

要望が非常に強く感じられた。これほどまでに農民たちのやる気を引き出した点も｢自立発展
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性｣の要素としてとらえることができる。彼らの期待と熱意が無駄にならないよう、今後の計

画づくりについては、このような仲間とともにつくりあげていきたい。



－ 28 －

第６章　提言と教訓

６－１　提　言

　ネグロス島の低・中所得土地持ち農民の間で養蚕業を導入し普及する本プロジェクトは、JICA

支援を得てから飛躍的に大きく展開を遂げた。こうした成功は、旧来の政府間ベースの技術協力

では困難であり、プロジェクト関係者による献身的な努力（通り一遍でなくきめ細かな巡回サー

ビスによる技術指導等）と、40年以上にもわたるフィリピンでのオイスカの多くの成功に対する

人々の信頼感なくしては決してなし得ることはできなかったであろう。また、投資効率からして

商業資本では興味を示し得ない事業ではあったが、政府、NGOという非営利組織の共同事業ゆえ

にここまでやってこられたともいえる。今後のネグロス島における養蚕業の拡大については、大

きな可能性を秘めているように思われる。年間の現金収入不足を補い、また生活を安定化させた

いと願う農民たちの間で養蚕業に対する関心が高まっており、また、ネグロス島には桑園に適し

た利用可能な広大な土地も残っているためである。

　しかしながら、他方で、養蚕業の現実的な拡大の可能性については、これはひとえにオイスカ

による農民からの繭買い取り能力、つまり製糸業の商業的生存能力にかかっているといえる。オ

イスカの製糸事業は、中国産やタイ産の生糸との激しい低価格競争やボイラー燃料の高騰等と

闘ってきた。製糸事業運営にとっての著しい環境悪化は、ビジネスの世界ではまれなことではな

いが、オイスカが JICA支援を求めた時点ではこのような事態を想像することは困難であったに

違いない。

　このような事態に対応するために、オイスカでは、例えば、籾殻を燃料とするボイラーの導入

を図るなどコスト削減策を講じている。また、オイスカのプロジェクト管理者の間では、次から

次へと品質を改善し、そして生産性を向上させる必要があることについても、有効なマーケティ

ング戦略作成の必要性とともに強く認識されているところである。しかしながら、本終了時評価

調査団としては、オイスカが現行事業（養蚕＋製糸）の将来性を専門経営的見地から早急に再検

討を行う必要があることを、改めて提言したい。その際、現在の養蚕農家の希望と期待に十分な

配慮を払うことはもちろんのこと、必要があれば養蚕並びに製糸・販売などの専門家に協力を依

頼することも提言したい。さらに、製糸事業に関しては、専門経営者がこれを行う必要があるこ

とを踏まえたうえで、将来のネグロス島あるいはまたフィリピン全土における養蚕・製糸事業に

対する明快なビジョンをもち、さらに経営能力に優れた人材をリクルートすることも視野に置く

必要があることを提言したい。

　また、不幸にして、このような検討の結果、現行事業の継続がオイスカ、あるいは将来的に事

業実施の移管を予定する現地組織の技術的・財務的能力を超えていることが判明した場合には、

当該事業からの撤退あるいは他者への委譲なども考慮せざる得ないのではないかと考える。なぜ

ならば、経済合理性のない事業の永続は困難であるし、社会的、経済的観点からも望ましくない

からである。

　本プロジェクトは、PDM上の目標達成はプロジェクト終了時点までには確実に果たすに違いな

いだろうが、将来仮に、「製糸事業の赤字で、これ以上プロジェクトを続けられなくなった。PDM

上の目標は達成したので JICAとの約束は果たした」ということで、プロジェクトが今後２、３

年で中断されたら、JICAとしては困ったことになるだろう。なぜならば、JICAの求めに応じて

本プロジェクトに参加した人々が存在し、何よりも生活をかけてサトウキビ畑等を桑園に転換し
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養蚕業に参加した多くの農民が見捨てられることになりかねないためだ。したがって、場合に

よっては、JICAとしての最後の追加支援を実施して、オイスカをエンカレッジすることも考える

べきではないだろうか。例えば、プロジェクトマネージャーとOTTAA会長のウェルマン氏をブ

ラジルの日系製糸会社へ短期間、研修目的で派遣することなどは、事業継続の可能性を高めるた

めの追加支援として適当ではないだろうか。

６－２　教　訓

１． NGO（非営利組織）との連携事業を開始するにあたり、JICA は各 NGO に働く人々のニー

ズとウォンツ、価値観と信念、世界観、知識と情報、期待並びに当該 NGO の組織文化などを

十分に理解する必要がある。また、同時に、当該 NGO の独特の事業スタイルや当該組織のも

つ核となる能力の分析も必要と考えられる。

　高橋団員によれば「発展途上国に産業（農業を含む）を興して、人々に働く喜びを与えること」

がオイスカの信奉する価値のひとつとのことだった。また、プロジェクトマネージャーによれば

「養蚕を通して、現地の人々に働く喜びを提供できたのだから、結果として、たとえ養蚕＋製糸

事業が赤字になってしまってもやむを得ない。むしろ、これこそが真の“国際協力”である」と

いう。したがって、「（調査団長から）この養蚕＋製糸事業の商業的生存可能性（commercia l

viability）を問われるとは夢にも思わなかったので、非常にショックだった」（高橋団員）とのこ

とだった。

　しかし、いつになったら、養蚕・製糸という地場産業ができるのだろうか。まさか未来永劫赤

字のままで、地場産業ができると考えているわけではないだろう。地場産業として大きくするた

めには、今後、蚕種製造装置や生糸製造装置の追加投資も不可欠である。壮蚕所の建設も更に必

要なはずだ。赤字事業を抱えたままでこうした投資は及びもつかない。

　元来、どんな事業も開始後何年かは赤字で苦労するが、それを乗り切って黒字にしてゆくのが

ビジネスである。この時期は一種の「投資」の時期であると考えることもできる。しかし、「や

がて黒字になる」という事業の好転は、その事業の商業的生存可能性を一心に追求する努力のな

かから生まれるのであり、初めからその努力を放棄してしまっていては、決して実現しない。ま

してや、「養蚕を普及させるという良いことをしているのだから、製糸事業の当座の赤字は気に

する必要はない」と考えているとすれば、それは、ビジネスとチャリティを混同しているという

ことにならざるを得ない。それにもかかわらず、「ネグロスに新しい地場産業をつくる」とか、「養

蚕事業が定着する」などと言うとすれば、それはまさに支離滅裂あるいは詭弁を弄しているかの

どちらかになりかねない。

　オイスカにも、ビジネスとチャリティを分けて考えるスタッフがいることと思うが、今回はそ

のような人に出会うことはなかった。しかし、皮肉なことにオイスカバゴトレーニングセンター

の有力応援者であり、大手の養蚕事業家でもあるフローレス氏は、このプロジェクトの

“commercial viability”をしきりに強調していたし、また、オイスカフィリピン総局の会長を務め

るマラニョン下院議員も同様の考え方をもっていた。したがって、現在赤字らしい生糸生産・販

売事業の黒字化のためにコンサルタントを雇うことを即決した（ただし、当調査団としては、コ

ンサルタントの登用等、何も頼んではいないので、念のために更に付言しておくと、同議員は、

「オイスカの製糸事業が赤字だったとは、今の今まで知らなかった」と２度繰り返し、「目が開か
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れた」と述べた）。

　また、「費用対便益ということばかりの議論をして、農民のために粉骨砕身努力してきたプロ

ジェクト現地スタッフ一同の努力を評価しない（調査団長）の考え方には、非常な違和感を感じ

る」（高橋団員）という発言からも分かるように、「費用対便益」（１億 8,000 万円・対・3,000 万

円＝現状維持が10年続いた場合の農民の収入増の会計価値：現在価値ではない）の考え方も全く

“異次元のもの”であるようだ。確かに、養蚕農家は喜んでいる。しかし、現在までに何人その

恩恵に浴しているのか。そして将来、何人に拡大するのであろうか。仮に、今後、受益者の数が

増えなかった場合、「本件プロジェクトの最大の受益者はオイスカ自身」ということなる可能性

がある。

　以上から、NGOからの事業提案を検討する際に、その組織とそこに働いている人々の価値観や

世界観を知ることは非常に重要なことであるといえると思う。独特の価値観や世界観によって常

識が消し飛んでいないか、論理に矛盾がないか、などを確認するためにも、よくよく相手の主張

に耳を傾ける必要があるだろう。

　（JICA職員のなかにも、「専門家の費用を投資額に含めるのは誤りだ」という考え方がある。こ

れに基づけば、これから養蚕＋製糸産業がどんどん拡大発展していって地場産業となった場合に

は、専門家の費用は先行投資として正当化されるだろう。しかし、今後、２、３年で事業が中断

された場合には、おそらくそうはいかなくなるだろう）

２．NGOが提案する事業審査にあたって、JICA は、十分な当事者意識（オーナーシップ）と専

門的知見をもつべきであり、それに基づいて５項目評価などの観点も取り入れて、忌憚のない

意見交換を行うべきであろう。その際、意見対立を怖れて安易な妥協に走ることは無責任であ

り、かつ、のちのちの問題の種になることを知るべきである。また、NGOの当該事業担当者の

職務分担、権限関係、専門的能力やコミュニケーション能力等の分析・検討も必要であろう。

　本プロジェクトの事前調査段階で、JICAからも在フィリピン日本大使館からもこのプロジェク

トの脆弱性が指摘されていた。それは、「オイスカが繭の買い取りを行う」ことの危険性である。

売れない繭を抱え込んだらば、オイスカ事業が持続不能になるのではないかという懸念である。

実は、「たとえ、オイスカが損をしてでも農民から繭を買い取ることが、慈善事業団体としての

オイスカの存在理由であり、そのためには製糸事業で儲けなくてはならない」（マラニョン下院

議員並びに調査団長）という考え方もあるのであるが、いずれにしても、“持続可能性”を問題

にしていることは共通している。この事前調査段階での大変に鋭い指摘に対して、なぜかその回

答は見いだされないままに本件事業の契約が結ばれている。なぜこのようなことが起こったので

あろうか。せっかく問題点に気づいていながら、有効な手を打ち損ねたのはまことに残念である。

　「養蚕事業が定着する」ことが上位目標であるから、本来、180軒の養蚕農家ができることと、

上位目標との間を埋める長期ビジョンに関しては、もっとしっかり議論してもよかったはずだ。

特に生糸は生活必需品なので、一定の品質に加えてコスト競争力が必要な商品である。したがっ

て、「規模の経済性」が非常に効いてくる。先日、帰国報告会の席で宮沢専門家もちょっと口に

出したが、「10年後には、3,000軒の養蚕農家」というような経済規模が必要なのであろう。「養

蚕事業が定着する」などという上位目標は、専門家が関与していていたらば、果たして PDMと

して採用されたであろうか疑問である。
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　さて、養蚕＋製糸事業が赤字になり、更に赤字補填のために篤志家から寄付金や別のオイスカ

事業からの交差補助金が出なくなり、その結果、事業継続が不可能になり、養蚕農家が見捨てら

れることになっても、オイスカが自前の財布でやっている限り、気の毒ではあるが、致し方ない

だろう。しかし、そうした無謀かつ先見性のないロジックで始められた事業が、しかもビジネス

運営の経験も実績もない“非営利団体”によって、JICAの後押しで拡大されたという事実は非常

に重いと考えざるを得ない。事実、オイスカ現地の有力な協力者であるフローレス氏は、「この

３年間は、JICAの求めに応じて、養蚕農家を180戸に増やすことに全力を注いできたので、マー

ケティングをやってる暇がなかった」と言っているほどであり、「いやあれはオイスカに計画・実

施の責任のすべてがあり、JICAは全く責任がありません」とはいまさら言えない。

　

３．NGOの実施する事業のモニタリングに関する具体的方法並びに実施中の提言・助言などのや

り方について、現在、明快なシステム・手続きが存在していないので、早急にこれを構築する

必要がある。その際、当然ながら、JICA と NGOの交わした契約条項に整合的なシステム・手

続きであるべきである。また、契約条項の解釈や事業実施方法に関して相互の意見が対立した

場合は、JICAの担当職員は、調達部とも十分に相談のうえ、善良な管理義務者として、誠意を

もって協議を行うことは無論のことであるが、最終的には法律的決着が必要な場合もあること

を認識して、その準備を心がけるべきである。

　オイスカは、契約上定められた各種報告以外で、養蚕・製糸事業経営にかかわるデータ公開を

十分に行うことができていない（開発パートナー事業共通の報告様式では、養蚕・製糸事業全体

の経営状況やプロジェクトに参加する個々の農家の経営状況までは、報告を求められていない。

PDM上の評価指標にそれらを設定していれば別であるが）。今回、現金収支については、多少の

情報提供を得ることができたが、損益状況や原価分析については依然不明のままである。予算制

約やビジネス管理の視点でプロジェクト運営を管理する専任担当者を配置しなかったためである

かもしれないが、同時に、これまで JICAがフォーマルな形では一度も事業経営情報の整備・公

開を請求・助言してこなかったためでもあろう。ところが、調査団帰国後の調達部の説明によれ

ば、そうした情報をいつでも徴求する権利が JICA側にあるとのことである。だとすれば、もう

一度正式に、プロジェクトの損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー、製造原価分析などを

オイスカに情報提供を求める必要がある。NGOとの連携資金の差配を預かる立場から、しっかり

とした管理が求められる。
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２．現地調査日程

終了時評価調査団現地調査日程

調査期間：2003年７月４日（金）～13日（日）

日順 月日（曜）

１ 7/4（金）

２ 7/5（土）

３ 7/6（日）

４ 7/7（月）

５ 7/8（火）

６ 7/9（水）

７ 7/10（木）

８ 7/11（金）

９ 7/12（土）

10 7/13（日）

日　　　程

移動：成田→マニラ（JL741）

在フィリピン日本大使館訪問（石井書記官表敬、インタビュー調査）

JICAフィリピン事務所（中垣所長、高田次長、今村所員）

移動：マニラ→バコロド（PR133）

オイスカバゴトレーニングセンター訪問（施設視察、インタビュー調査）

プロジェクトサイト視察（マビナイ地区）

・養蚕普及センター／養蚕農家見学

・普及指導員／養蚕農家へのインタビュー調査

監物団員：プロジェクトマネージャーへのインタビュー

他団員：プロジェクトサイト視察（サンカルロス地区）

・養蚕農家見学

・普及指導員／現地地方政府関係者／養蚕農家へのインタビュー調査

オイスカカンラオントレーニングセンターへ移動

・養蚕普及指導員／養蚕農家へのインタビュー調査

監物団員：レポート作成

他団員：プロジェクトサイト視察（カンラオン地区）

・養蚕農家見学

・養蚕農家へのインタビュー調査

バコロドへ移動

全団員：団内打合せ

バゴ地区農家リーダーEdgardo T. Flores氏へのインタビュー調査

ラサール大学Dequila教授へのインタビュー調査

日本人専門家及びOTTAA会長へのインタビュー

団内打合せ（評価分析について）

ミニッツ案作成

合同調整委員会開催の準備作業

ミニッツ案作成

合同調整委員会開催（オイスカバゴトレーニングセンターにて）

ミニッツ最終版作成

ミニッツ署名

移動：バゴロド→マニラ（PR136)

移動：マニラ→成田（JL742）

宿泊地

マニラ

バコロド

バコロド

監物団員：

バコロド

他団員：カ

ンラオン

バコロド

バコロド

バコロド

バコロド

マニラ
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３．評価グリッド

評価項目

妥当性

有効性

効率性

調査項目

プロジェクト目標、上位

目標は対象地域・受益者

のニーズに合致してい

るか

プロジェクト目標、上位

目標は我が国の援助方

針に合致しているか

他のプロジェクトとの

整合性

計画策定の妥当性

プロジェクト目標の達

成の度合い

目標達成に対する本プ

ロジェクトの貢献度

プロジェクトの成果以

外に目標の達成に影響

を与えそうな要因

日本側投入の適切さ

長期専門家

短期専門家

施設・資機材の整備

必要な情報・データ（指標）

プロジェクト開始後プロジェクトの方向

性に影響を与えるような日本政府あるい

は JICA本部の方針の変更はあったか

他のプロジェクト（各国や日本の他の援

助プロジェクト等）との重複、競合ある

いは補完状況

計画概要（PDM）策定に対する関係者の

関与の度合い。内容に対する関係者の理

解の度合い

養蚕業、製糸工業の事業としての収益性

分析は行われたか

協力期間終了までにプロジェクトはその

目標を達成するか

プロジェクト目標達成の度合いが高いと

して、それは本プロジェクトの実施の結

果だといえるか

・促進要因（プロジェクト活動以外にプ

　ロジェクト目標達成に貢献したあるい

　はしそうな要因）

・阻害要因（プロジェクト活動以外にプ

　ロジェクト目標達成にマイナスに作用

　したあるいはしそうな要因）

派遣時期

量（人数、期間）

質（専門分野、技術力、コミュニケーショ

ン能力）

派遣時期

量（人数、期間）

質（専門分野、技術力、コミュニケーショ

ン能力）

整備時期

量

質（機種、仕様）

情報源

プロジェクト関係

者の証言

援助方針、国別事

業実施計画

専門家・現地ス

タッフ・JICA事務

所の証言

専門家・現地ス

タッフの証言

専門家・現地ス

タッフの証言

専門家・現地ス

タッフの証言

専門家・現地ス

タッフの証言

合同委員会議事録

専門家・現地ス

タッフ・その他プ

ロジェクト関係者

の証言

各種報告書

長期専門家・現地

スタッフの証言

各種報告書

長期専門家・現地

スタッフの証言

調査方法

資料レビュー、

実施機関聞き

取り

資料レビュー

資料レビュー、

聞き取り

聞き取り

聞き取り

資料レビュー

実施機関聞き

取り、質問票

聞き取り

資料レビュー

関係者聞き取

り

資料レビュー

関係者聞き取

り

資料レビュー

関係者聞き取

り

フィリピン側投入の適切さ
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評価項目

効率性

インパクト

調査項目

普及指導員配置

製糸指導員配置

その他要員配置（事務、

運転手等）

成果の達成度

フィリピン側のオー

ナーシップ

実施支援体制の効率性

上位目標達成の見込み

プロジェクト参加地区、

参加農民に対する経済

的、社会的心理的影響

その他直接関係者以外

への影響

必要な情報・データ（指標）

時　期

人　数

質

時　期

人　数

質

量

投入された資源量に見合っているか

州政府、町当局、農民の参加の度合い

合同調整委員会は機能したか

JICAの支援体制は機能したか

上位目標達成の見込み、達成するための

条件

貧困削減面

ジェンダー、WID面（女性の地位、労働

量の増減、人権面等への影響）

住民参加面（参加意識、自主性等）

その他、実施機関の組織や関連制度、財

政、技術変革等への影響等

本プロジェクトは中央政府、州当局、町

当局、の政策、組織、制度、等に何らか

のプラスあるいはマイナスの影響を与え

たか。あるいは与える可能性があるか

環境保護面で何らかのプラスあるいはマ

イナスの影響はあるか

直接受益者以外の住民に対する影響はあ

るか

地域経済への影響はあるか

その他の影響はあるか

情報源

専門家・現地ス

タッフの証言

専門家・現地ス

タッフ・養蚕農

家・現地地方政府

関係者の証言

専門家・現地ス

タッフの証言

専門家・現地ス

タッフ・養蚕農家

の証言

専門家・現地ス

タッフの証言

フィリピン統計資

料の確認

専門家・現地ス

タッフ・現地地方

政府関係者の証言

専門家・現地ス

タッフ・現地地方

政府関係者の証言

専門家・現地ス

タッフ・現地地方

政府関係者の証言

専門家・現地ス

タッフ・現地地方

政府関係者の証言

専門家・現地ス

タッフ・現地地方

政府関係者の証言

調査方法

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

フィリピン農

業統計資料レ

ビュー

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り、質問

票
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評価項目

自立発展性

調査項目

組織・体制面

資機材調達面

製品販売面

技術面

財務・資金面

必要な情報・データ（指標）

1） オイスカは現在の体制にて活動を継

　続する意欲や計画はあるか。

2） その場合の事業計画（資金計画、販

　売計画）はあるか

3） 運営をフィリピン側に移管する計画

　はあるか

4） 移管の受け皿はいつどのような形で

　つくるのか

1） 蚕種の調達計画はどうなっているか

2）その他資機材（薬剤、機械部品等）で

　現地調達困難なものは何か

3） 資機材の安定調達に問題はないか

1） 現在の生糸の販売先はどこか、それ

　はだれが開拓したか

2） 今後販売が見込める先はどこか、今

　後の営業体制はどのように考えるか

3） 市場調査提言をどのように活用する

　予定か

1） 普及指導員や製糸指導員の技術レベ

　ルは独力で活動できるレベルに達した

　か

1） オイスカによる養蚕事業は経営的に

　成り立っていけるのか。最近年のプロ

　ジェクト収支の明細はどうなっているか

2） 農家にとり養蚕経営は現状で成り

　立っているのか。今後の発展の見込み

　はあるのか

3） 収支バランスを改善する見通しはあ

　るか、そのために何が必要か

4） プロジェクトが経済的に自立できる

　のはいつごろと考えるか、その時点で

　の収支予測はどうなるか

情報源

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフ・養蚕農

家の証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

オイスカ本部関係

者・専門家・現地

スタッフの証言

調査方法

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り

聞き取り
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４．現地調査主要面談者一覧

１．日本側

　渡辺　重美 プロジェクトマネージャー

　通次　弘之 養蚕専門家

　石井　一欣 在フィリピン日本大使館　一等書記官（農業担当）

　中垣　長睦 JICA フィリピン事務所　所長

　高田　裕彦 JICA フィリピン事務所　次長

　今村　誠 JICA フィリピン事務所　所員

２．フィリピン側

　Mr. Anthony Wee Farmer Leader, East Area, San Calros City

　Mr. Edgar L. Dela Cruz City Agriculturist, office of the City Agriculturist, San Calros City

　Mr. Edgardo T. Flores Farmer Leader, North Area, Brgy. Tabunan, Bago City

　Dr. Alfredo E. Dequila Professor, University of Saint La Salle, Bacolod City

　Cong. Alfredo G. Maranon, Jr. Representative 2nd District, Negros Occidental, House of

Representatives Farmers and OISCA extension Workers in Mabinay,

San Calros, Kanlaon


	表　紙
	目　次
	序　文
	プロジェクト位置図
	評価調査結果要約表
	第１章　終了時評価調査の概要
	１－１　終了時評価調査実施の背景
	１－２　調査団派遣の目的
	１－３　調査団概要
	１－４　評価の方法

	第２章　プロジェクトの概要
	２－１　プロジェクトの背景
	２－２　プロジェクトの基本情報
	２－３　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）
	２－４　プロジェクト実施機関及び実施体制

	第３章　調査結果
	３－１　プロジェクトの実績
	３－２　プロジェクトの実施プロセス

	第４章　評価結果
	４－１　評価５項目の評価結果

	第５章　NGO 事業評価
	５－１　NGO の比較優位性
	５－２　NGO の役割
	５－３　課題と提言

	第６章　提言と教訓
	６－１　提　言
	６－２　教　訓

	付属資料
	１．終了時評価調査ミニッツ（M/M）
	２．現地調査日程
	３．評価グリッド
	４．現地調査主要面談者一覧




